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 １．開  会 

○司会 それでは、ただいまから第１０回女川原子力発電所２号機の安全性に関する検討会

を開催いたします。 

 

 ２．あいさつ 

○司会 開会に当たりまして、宮城県環境生活部の佐野部長から挨拶がございます。 

○環境生活部長 本日は皆様には大変お忙しい中、また雨の中、ご出席を賜りまことにありがと

うございます。 

  第９回の検討会では、地震後の設備健全性のうち記録不備の論点について、委員の皆様には

活発なご議論をいただき、ありがとうございました。 

  さて、７月８日に発生しました２号機原子炉建屋の地震計の誤作動につきましては、昨年９

月の１号機の停電事象と同様に、復旧作業に係る手順の検討などが不足しトラブルが発生した

ものであり、１号機の停電事象について本検討会においても委員の皆様から多数のご意見をい

ただいた中で今回の事象が発生したことは、県としてもまことに遺憾でございます。東北電力

においてはこのことを重く受け止め、国の指導のもと、女川原子力発電所の安全管理について

これまで以上に万全を期していただきたいと考えております。 

  １０回目となります本日の検討会では、東北電力から新規制基準適合性審査申請のうち、外

部火災等について説明いただく予定としております。委員の皆様にはそれぞれのご専門分野に

係る知見に基づく忌憚のないご意見を賜りたいと考えておりますので、よろしくお願い申し上

げます。 

○司会 それでは、本検討会の開催要綱第４条の規定に基づき、座長の若林先生に議事の進行

をお願いしたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○座長（若林） 議事に入る前に、本日検討する論点項目につきまして、事務局から説明をお願

いいたします。 

○事務局 宮城県原子力安全対策課長の阿部と申します。着座にて説明させていただきます。 

  本日の論点項目をご説明する前に、前回の検討会でご検討いただきました論点につきまして、

検討会後に委員の皆様から追加質問等は寄せられておりませんことをご報告させていただきま

す。 

  それでは、本日検討を予定しております論点項目についてご説明いたします。 

  Ａ４判の資料－１、それからＡ３判の資料－１（別添）をご覧願います。資料－１に論点項
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目を、Ａ３の資料－１（別添）に委員の皆様方からいただきましたご意見、ご質問を取りまと

めております。この資料－１（別添）には、検討会でいただきました質問につきましても、関

連質問として追加しております。また、その質問は第何回の検討会で出されたのかを質問の末

尾に括弧書きでお示ししておりますので、参考にしていただければと思います。本日検討を予

定しております論点項目とご質問、ご意見への対応につきましては、資料－１と資料－１（別

添）の網かけ部分となりますので、ご確認をお願いいたします。 

  検討予定の論点は、適合性審査申請のうち、（３）その他（外部火災）及び（７）その他

（モニタリング設備等）について検討をお願いしたいと考えております。 

  また、関連報告として、新規制基準適合性審査の状況及び女川原子力発電所２号機警報発生

事象並びに火災発生情報の誤発信事象について東北電力より報告させていただく予定となって

おります。 

  また、多くの視点からご意見をいただき、より議論を深めるため、本日欠席の委員に対しま

しては事前に送付した資料をご確認の上、コメントをいただくようお願いしております。 

  事務局からの説明は以上でございます。 

○座長 皆様よろしいでしょうか。 

  それでは、早速議事に入らさせていただきます。 

○司会 それでは、議事に入りますので、ここからはカメラによる撮影をご遠慮願います。 

 

 ３．議  事 

  （１）各論点の説明・検討 

   「新規制基準適合性審査申請」 

   ・（３）その他（外部火災） 

   ・（７）その他（モニタリング設備等） 

○座長 議事次第では（１）各論点の説明・検討が（３）その他（外部火災）、（７）その他

（モニタリング設備等）になっておりますけれども、（７）その他（モニタリング設備等）に

つきましてはこれまで議論をしていないため、こちらを先に議論したいと思います。 

  それでは、東北電力から説明をお願いいたします。 

○東北電力株式会社 東北電力の原子力部の金と申します。よろしくお願いいたします。着座に

て説明させていただきます。 

  資料でございますが、右上の資料－３、新規制基準適合性審査申請（７）その他（モニタリ
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ング設備等）、Ｎｏ．８２関連についてご説明させていただきます。お手元のパワーポイント

の資料をご覧ください。スクリーンにも同じものを示させていただいております。 

  本日ご説明する内容でございますが、１としてモニタリング設備の全体概要、２として周辺

モニタリング設備、それから３として気象観測設備についてご説明させていただきます。 

  まず、モニタリングの全体的な概要についてご説明させていただきます。 

  新規制基準対応として強化する対象につきましては、発電所敷地内のモニタリング活動とい

うことになります。なお、通常運転時の敷地外の環境モニタリングにつきましては、宮城県さ

ん、それから当社で測定を実施しておりまして、女川原子力発電所の環境調査監視協議会等に

結果をご報告しているものでございます。 

  まず、具体的な内容につきましてご説明させていただきます。 

  スライドにありますとおり、発電所敷地内におきまして原子力事業者は原子力施設から放出

された放射性物質の濃度、それから敷地境界の放射線量率等の放出源モニタリングを実施して

おります。事故時につきましては、原子力事業者の防災業務計画に基づきまして緊急時モニタ

リングセンターが設置されるオフサイトセンターにモニタリング結果を連絡するということに

しております。 

  敷地外につきましては国の統括のもと放射線量率、および大気中の放射性物質の濃度の測定

を行うことになっております。 

  以上がモニタリングの全体概要でございます。 

  次のスライドをご覧いただきたいと思います。これからモニタリング設備の全体的な概要に

ついてご説明いたします。 

  表にあるとおり①と②につきましては既設でございますが、①はモニタリングポストにつき

まして発電所周辺監視区域境界付近の放射線量率を連続的に監視しております。それから、放

射能観測車につきましては周辺監視区域境界付近の放射線量、空気中放射性物質の濃度を迅速

に測るため１台配備しております。 

  次に③以降でございますが、③は代替モニタリング設備でございます。こちらにつきまして

は、モニタリングポストが地震等によりまして損壊するなどして機能を喪失した場合に備えま

して、可搬型のモニタリング設備を６台配備することとしております。それから、海側方向の

監視用などとしまして３台配備する計画としております。 

  それから、④でございますが、その他のモニタリング設備としましてα線サーベイメータ、

それから小型船舶などを配備しまして、事故発生時における発電所敷地内、それから海側を含
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めました周辺のモニタリングについても実施することにしております。詳細につきましては後

ほどご説明させていただきます。 

  ページをめくっていただきまして、モニタリング設備の概要の２／２ですが、こちらは気象

観測設備でございます。気象観測設備につきましては、放射性気体廃棄物の放出の管理、それ

から発電所の周辺の一般公衆の被ばく線量評価、あとは一般的気象のデータの収集を目的とし

まして、発電所の敷地内に設置しました気象観測設備により風向風速などの気象データを観測

しております。 

  これら気象観測設備が使えなくなった場合には、②にある代替気象観測設備を配備すること

としております。こちらの代替気象観測設備につきましては今後設置予定となっております。 

  ページをめくっていただきまして、周辺モニタリング設備に関します規制要求事項でござい

ます。こちらにつきましては、実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基

準に関する規則、それから同様に技術基準に関する規則に要求が定められており、下を見てい

ただきますと３１条、監視設備というところに追加要求事項が書いてございまして、電源の強

化、それから伝送の強化につきまして要求されているものでございます。 

  それから、下に行っていただきまして３４条でございますが、こちらにつきましても電源の

強化、それから伝送の強化が求められているものでございます。 

  次のページをご覧ください。 

  規制要求の続きでございますが、これは位置、構造及び設備の基準に関する規則６０条につ

いての追加要求事項でございますが、これは代替モニタリングポストの配備、それから常設モ

ニタリングポストの電源強化というところが追加要求ということになってございます。 

  次のスライドをご覧いただきたいと思います。ここから個々の具体的な設備のご紹介をさせ

ていただこうと思います。 

  まず初めに、スライドにございますようにモニタリングポスト、こちらのほうは発電所の敷

地内６カ所に設置しておりまして、左側に配置図が載っておりまして、右側に局舎の写真を載

せております。その下に計測範囲等の仕様につきまして記載をしております。 

  モニタリングポストにつきましては、通常運転時、それから事故時等におきまして周辺監視

区域境界付近の放射線量率を監視するという目的で、常時放射線量率を測定しておりまして、

測定したデータにつきましては現場の監視所、それから１、２号機の中央制御室で監視、記録

ができる設計としております。また、今後設置します緊急時対策所においても監視ができるよ

うにすることとしております。 
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  なお、モニタリングポストにつきましては、測定値が設定値以上に上昇した場合には中央制

御室に警報が発生するということで、異常を知らせるような仕組みになってございます。 

  次のスライドをご覧ください。 

  次はモニタリングポストの電源の説明でございます。スライドにございますとおり、モニタ

リングポストにつきましては非常用電源に接続しておりまして、さらに代替交流電源設備とし

て、構成の概略図にございますが、ガスタービン発電機からも給電できるようにするというこ

とにしておりますので、外部電源がなくなった場合におきましても電源復旧までの期間、継続

して測定することが可能ということになっております。 

  これらのほかに、右下に記載ありますとおり、各モニタリングポストには専用の無停電電源

装置が設置しておりまして、万一非常用の電源が使えなくなりガスタービン発電機から給電さ

れるまでの間につきましては、この無停電電源装置から電源が供給されるということになって

おります。 

  次のスライドをご覧ください。次はモニタリングポストのデータの伝送につきまして説明し

たスライドでございます。 

  こちらにつきましては、測定データの伝送につきましては有線回線、それから無線回線とい

うことでデータの伝送方法を多様化しているというところでございます。伝送したデータにつ

きましては中央制御室で記録が可能ということになっております。また、緊急時対策所におき

ましても安全パラメータの表示システム、ＳＰＤＳと言っておりますが、そこのデータ表示装

置で監視が可能ということになっております。赤字の記載は強化しているところということで

ございます。 

  次のスライドをご覧いただきたいと思います。放射能の観測車の説明でございます。 

  こちらの写真が外観図、それから右側に各計測器の計測範囲等の仕様が記載されております。

放射能観測車につきましては現在１台配備しておりまして、事故時には発電所の周辺監視区域

境界付近におきまして放射線量の監視・測定、あとは大気中に浮遊している塵状の放射性物質、

放射性ヨウ素を採取して測定することとしておりまして、それらを測定するための計測装置等

を搭載しております。 

  また、放射能観測車が故障で使えなくなった場合、それから追加で必要になった場合につき

ましては、当社の東通原子力発電所から１台、それから原子力事業者の協力協定に基づきまし

て他の原子力事業者から融通が可能ということになっております。 

  次のスライドをお開きください。次のスライドにつきましては代替のモニタリング設備とい
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うことになっております。 

  こちらにつきましては、今ほどご説明しましたモニタリングポストが機能を喪失した場合の

代替測定装置としまして可搬型の代替モニタリング設備をモニタリングポストと同数の６台配

置するということです。また、事故時に、発電所海側にはモニタリングポストを設置してござ

いませんので、海側方向の監視強化、それから、緊急時対策所の加圧判断用ということで可搬

型モニタリング設備を３台配置する予定でございます。 

  こちらの可搬型代替モニタリング設備、可搬型モニタリング設備、名前に代替が入っている

か入っていないかという違いはございますが、仕様につきましては全く同じものになっており

ます。可搬型のモニタリング設備は、仕様のところにありますけれども、バッテリーにより５

日間以上連続で供給が可能であり、データにつきましても電子メモリーで１週間以上記録が可

能ということになっております。あとは衛星回線で緊急時対策所にデータの伝送が可能となっ

てございます。 

  次のスライドをご覧ください。 

  こちらは代替モニタリングの設置場所ということになります。スクリーンのほうに映してお

ります配置図でございますが、防護上の観点からマスキングをしておりますので、お手元の資

料をご覧ください。 

  可搬型の代替モニタリング設備、先ほど申し上げましたとおり敷地内のモニタリングポスト

の代替ということになりまして、発電所の敷地境界付近に設置しておりますモニタリングポス

トが機能を喪失した場合の代替ということで、モニタリングポスト付近に設置するという形に

なってございます。 

  あとは、可搬型モニタリング設備につきましては先ほど申し上げましたとおり、海側方向に

２台、それから緊急時対策所の加圧判断用１台ということで、３カ所に設置するということに

なってございます。 

  次のスライドをご覧いただきたいと思います。 

  次は代替のモニタリング設備ということでございまして、こちらは先ほどご説明しました放

射能移動観測車が使えなくなった場合に他の事業者から先ほど申し上げましたとおり放射能観

測車の融通を受けることは可能でございますが、それとは別にこちらに示してあるとおり可搬

型の放射線の計測装置を配備する予定でございます。具体的には表に記載のとおり可搬型のダ

ストとヨウ素のサンプラー、それからβ線、γ線のサーベイメータを配備することによりまし

て、放射能観測車が使えない場合におきましても敷地境界付近の空気中の放射性物質の濃度を
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測定できるようにしております。 

  次のスライドをご覧いただきたいと思います。 

  次につきましてはその他のモニタリング設備ということで、これは事故時に発電所周辺にお

きまして原子炉施設から放出される放射性物質濃度の測定を行うために可搬型の計測器を配置

するものでございます。配備するものは可搬型の計測装置、こちらは上に書いてある３つにつ

きましては先ほどの放射能観測車と兼用でございますが、その下に書いてありますα線のサー

ベイメータ、それから電離箱サーベイメータ、小型船舶、こちらのほうにつきまして事故時の

測定用ということで配備することにしております。 

  今回表には記載がございませんが、放射線計測器などを積み込むための車両でございますと

か、あとは可搬型の放射性物質の核種分析を行うゲルマニウム半導体検出器につきましても自

主的に配備しまして、状況に応じまして総合的にモニタリングを行うことにしております。 

  次のスライドをご覧ください。 

  次につきましては気象観測設備の規制要求事項ということで、実用発電用原子炉の附属施設

の技術基準に関する規則、それから位置、構造及び設備の基準に関する規則があり、上の表に

ある３４条、計測設備につきましては、従来より発電所に気象観測設備を設置することが求め

られておりまして、下の表にある６０条につきましては重大事故等におきましても風向風速な

どの測定ができる設備を設けるということが要求されているものでございます。 

  次のスライドをご覧いただきますと、こちらにつきましては気象観測設備の具体的な概要の

説明でございます。左側のほうに写真が載ってございまして、右側のほうにそれぞれの測定項

目をお示ししております。気象観測設備につきましては、通常運転時、それから事故時におき

まして放射性気体廃棄物の放出管理ですとか発電所周辺におきます一般公衆の被曝評価、それ

から一般的な気象データの収集を目的に、敷地内で風向風速などの気象観測を実施していると

いうところでございます。 

  ここに書いてあります左上の写真の風向風速計、鉄塔につきましては※が記載されておりま

すが、将来的にはドップラーソーダということで、右下のところに写真が載っておりますが、

こちらのほうに切り替える予定としております。 

  次のスライドをご覧ください。 

  こちらにつきましては代替の気象観測設備ということで、本設の気象観測設備が機能を喪失

した場合に発電所におきまして風向風速、日射量、放射収支量、それから降水量を測定・記録

することができるというものでございます。右側の測定項目、仕様に書いてございますが、こ
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の代替気象観測設備につきましてはバッテリーによりまして２４時間以上連続で稼働すること

ができるということになっておりまして、バッテリーを交換することによって継続して測定す

ることが可能ということです。それからあと、測定データにつきましてはモニタリングポスト

と同様に電子的なメモリーに記録するとともに、衛星回線によりまして緊急時対策所に伝送、

それから監視・記録することができる設計としております。 

  次のスライド、最後のスライドでございますが、以上モニタリング設備につきまして全体概

要、それから個々の設備についてご紹介してまいりました。監視測定設備につきましては当社

はこれまで１回審査会合で説明をしております。その際の質問・指摘事項につきましては、こ

のスライドにあるとおり３点指摘事項、質問が出されておりますが、こちらにつきましては今

後の審査会合の中で回答する予定です。 

  説明は以上でございます。 

○座長 ありがとうございました。 

  初めに、この件につきまして欠席の委員から何かコメントがありましたら、事務局からご報

告をお願いします。 

○事務局 関根委員からご意見がございます。資料－３の１４ページをご覧願います。 

  温排水モニタリングが緊急時に連続的に行えなくなる点について危惧を感じます。防潮壁で

津波から本体が助かったとしても、引き続き何らかの事象が原子炉周辺で起こった場合、放射

能が温排水に漏れ出ることを想定しなければならないが、浸水により機器が動作せずチェック

できなくなります。また、本体が安全であっても津波によって稼働しなくなったモニターでは

連続的な計測ができず、安全性が確認できません。船ではサンプリングするなどの対策はその

天候状況や汚染状況により人が行けなくなるケースが容易に想定でき、有効な策とは言いがた

いというご意見でございます。以上でございます。 

○座長 それでは、東北電力から回答をお願いしたいと思います。 

○東北電力株式会社 東北電力の佐藤でございます。 

  今ほどのコメントにつきましてですけれども、小型船舶によりまして周辺海域の海上で海水

を採取測定することのほかに、陸上側におきましても海上への流出経路となり得る取水口です

とか放水口、それから一般排水の設備の出口等で排水、海水の測定をするということにしてご

ざいます。以上でございます。 

○座長 それでは、これは関根委員のほうに回答としてお伝え願いたいと思います。 

  それでは、各委員から何か質問等がございましたら発言をいただきたいと思います。岩崎委
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員、お願いいたします。 

○岩崎委員 幾つかお尋ねいたします。 

  まず、３ページ目のモニタリング設備の概要ということで、後にいろいろ図面、写真等があ

りましたけれども、ここにある設置予定というのは具体的にはいつのことを予定しているんで

しょうか。 

○東北電力株式会社 具体的には今年度中に配備する予定ということで考えております。 

○岩崎委員 それで、そこにある台数、例えば④のところにも可搬型のサーベイメータですけれ

ども、この台数、３台、２台とかということが書かれていますけれども、これは具体的にどう

いうことができるものとして考えていらっしゃるんですか。どういうことを目的に台数とか種

類を選んでいるのかということをお聞きしたいと思います。 

○東北電力株式会社 具体的には、α線サーベイメータにつきましては土壌の放射性物質を仮に

放出した場合の蓄積状況を測定するものでございます。それから、電離箱サーベイメータにつ

きましては空間の放射線のレベルを測定するということでございます。それから、小型船舶に

つきましては海域側の海水の採取を行うためのものでございます。 

○岩崎委員 例えば福島のような大型の放射性物質が飛散したというときに、この２台とか３台

というのはどういう意味合いなんでしょうか。 

○東北電力株式会社 基本的にはサーベイメータにつきましては土壌の採取を行って、それをそ

の場で測定したりということになりますけれども、台数につきましてはポイント数がそんなに

多くないというところがございますので、２台という形で考えております。 

○岩崎委員 いや、例えば水素が充満して福島のように大きな爆発が起こったと。その後、２台

のサーベイメータを持っていって何を測るのか、どこをどのように測るんですか。 

○東北電力株式会社 今回は敷地内の活動の説明ですので、敷地内のいろいろなポイントの土壌

を……。 

○岩崎委員 端的に言うと台数が少ないんじゃないかということをイメージしているんですが。 

○東北電力株式会社 台数につきましてはここに書いてあるものと、あとその後、事業者間の協

力協定等に基づきまして台数を貸与していただいたり、そういうところもございますので、そ

ういう意味で現在のところは２台というふうに考えております。 

○岩崎委員 実際に女川発電所にα線サーベイメータが２台しかないということではないんです

よね。 

○東北電力株式会社 そのようなことではないです。 
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○岩崎委員 それは、だから、許認可の書類、審査上２台と書かれていて、２台だけ例えば規制

庁の方が管理しているといっても、２台あってなにができるのかということはおわかりだと思

うんです。したがって、規制庁のほうの審査ではわかりませんけれども、実際に女川の事故を

想定してイメージして、あの敷地の大きさの中に２台のα線サーベイメータを持っていってウ

ラン、プルトニウム系統のアルファ線が出ているかどうかということをどのぐらい測れるのか

ということに疑問を感じるんです。 

  もうコメントにとどめますけれども、ちょっと規制庁も本当にモニタリング設備として足り

得るのかということをこの前もずっと思っているんですけれども、これについてよくきちっと

お考えいただいて、これでは県民の方がα線サーベイメータとか３台、２台の何かそれしか測

らないのかと。モニタリングポストは境界上にありますけれども、そこについての回答をぜひ

とも、大きい事故が起こったときに本当にモニタリングできるのかということについてご回答

いただきたいと私は思っています。 

  書類上じゃなくて実際上、実際例えば３０台あるんだとか、実際はあるんだよということを

言ってもらわないと、ちょっととてもじゃないけれども２台、３台でコントロールできるとは

思えない。これは大学のＲＩの実験室だって５、６台それはありますよ。正直申し上げて。女

川の環境モニタリングをやるところ、あるいはいろいろな建屋にあるじゃないですか。実際に。

そう私は思っていますので、それについてちょっとご回答をぜひともいただきたい。 

○座長 東北電力さん、いかがですか。 

○東北電力株式会社 先生おっしゃるとおり実際には発電所の敷地内には、ちょっと台数は今正

確にはお答えできませんが、これ以外のサーベイメータというのは設置はしております。ただ、

審査としましてはこちらに記載している……。 

○岩崎委員 ここは審査の場ではないので、県民目線から見たときに大丈夫ですかということに

対するご回答をぜひともいただきたい。事故時にモニタリングができるんですかということを

ぜひともお聞きしたい。ここでこれについて終わります。 

  それともう１つは、ちょっとお聞きしたいのは、８ページのところでガスタービンの電源と

つながっているということで、このガスタービンというのはどういう場所にどのぐらいのもの

が何台あるというイメージなんでしょうか。 

○東北電力株式会社 原子力部の青木と申します。こちらのほうは発電所の中に非常用電源がご

ざいますけれども、こういうものが全てだめになった場合のさらなる予備として用意をするこ

とで考えておりまして、４，５００ｋＶＡのものを現状２台ほどは配備するということで考え
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ております。 

○岩崎委員 どこに置かれるんですか。 

○東北電力株式会社 これ津波等も考慮しまして高台のほうに置くことで考えております。 

○岩崎委員 では、高台の別の場所に補助として予備として置いておくということ。 

○東北電力株式会社 はい。 

○岩崎委員 これのメンテナンスというのも当然審査事項になるのか。 

○東北電力株式会社 メンテナンスも当然点検周期を定めてきちんとやります。 

○岩崎委員 わかりました。 

  それともう１点、最後にですけれども、外部の車で観測されるということなんですけれども、

この前女川の地震のときでもコバルトラインが壊れたり、いろいろな道路が動き回れなくなる

と。そうすると、例えば半島の中の分布はわからなくて、例えば女川のまちの近くまでしか行

けないとか、半島の先まで、例えば牡鹿のほうがどうなっているかというのは車が行けないと

いうようなことも考えられるんですが、そういう対策というのはどうなさるんでしょう。 

○東北電力株式会社 確かにこの間の震災のときは道路もかなり損壊して車の車両も通れないと

いうことで、これから多分課題として考えていかなければいけないものであろうと思っており

ます。審査会合の中は、先ほどからお話ししているとおり、オンサイトを中心に考えていまし

たので、具体的なところはそういうモニタリングにつきましては国と事業者と自治体さんと関

係機関とか連携して緊急時モニタリング計画というものをつくって、そこから対応していくと

いうことになるんだろうというふうに考えてございます。 

○岩崎委員 わかりました。ここで終わりにしますけれども、道路等の整備というのがやはりい

ろいろなサイトでも大問題になっているわけでして、そこを考えないでモニタリングが１０台

あるよと言われても本当かいなというふうに思うので、よく県の方とご相談いただかなければ

いけないんですけれども、県とか国とか、実効性のある、物だけあったけれども走れないとい

うようなことのないようにぜひともお願いしたいと思います。以上です。 

○座長 ありがとうございました。 

  そのほか、ご質問。では、今村委員、お願いいたします。 

○今村委員 １点お聞きしたいと思います。基本的にモニタリングの目的はまさに監視業務なの

で、今何が起きているのかが把握できるということでありますけれども、もう一歩進めて、こ

の監視のデータを使いまして例えば移流拡散検査をすると。そうすると、そこのデータを使っ

て予測なり、または補完なりができるわけです。このような検討を今されているかどうか。ま
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た、今後必要性があるかどうか、お聞きしたいと思います。 

○座長 では、お願いいたします。 

○東北電力株式会社 避難につきましては国のほうのモニタリングのオフサイトセンターのほう

でやられると思いますけれども、拡散の計算というところまでは我々のほうではまだしており

ません。 

○今村委員 今後そのようなニーズというのはあるとお考えでしょうか。 

○東北電力株式会社 拡散シミュレーションにつきましてはもともとＳＰＥＥＤＩがございまし

たけれども、結局それは事故の反省を踏まえて使わずに、モニタリングの実測値で住民の避難

の方法を決めていくというふうになっております。なので、我々としても放出源の情報等はお

出ししますが、それが実際に避難に使うということではないというふうに聞いております。 

○今村委員 私が思うところは、ＳＰＥＥＤＩなどは恐らくデータベースでもともとのシナリオ

とか、今の現況もある程度気象とか入れているとは思うんですが、今あるデータがあればリア

ルタイムで気象データも、あといろいろな測定器も使って解析は可能なんです。そうすると、

本当にどの地区にどうなるかということを事前に影響する前に予測は可能です。こういうもの

は今後必要ではないかなと私は考えます。以上です。 

○座長 今後検討していただくということでお願いしたいと思います。 

  そのほか、ご質問。では、兼本委員、お願いいたします。 

○兼本委員 ちょっと今の質問に関連した部分でお願いというか、質問になると思いますが、県

と国のほうでもいろいろなモニタリングポストを設置しているところですけれども、できれば

そういうものまで含めてこういう場では説明していただくと良いかと思いますもう少し。オフ

サイトセンターも含めてです。昨日福島のそういう放出モニタリングの話を聞いたことがある

ので、事業者と県の役割分担が大事です。それから、情報の県なり国との情報がどのくらい密

接に連携し得るのかというところは、それも含めて県民の方に説明していただくことがわかり

やすくなると思います。 

  少し細かいコメントでお聞きしたいんですが、国の要求仕様としてこういうモニタリングポ

ストをつくりなさいというのはいいんですが、２つほどあるんです。例えば無停電電源で蓄電

池で８時間というものがありますが、何日もつことというのはこれは規制上の要求としてある

のかどうかです。８時間ではちょっと短いような印象があって、もちろん代替があるので代替

設備はこれ２日間とかもつということで、それでいいとするのかどうなのかというところが１

つ。 
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  それからもう１つは、計測範囲がそれぞれ例えば１０ページで放射性ダストでは０から９９

万ですか、こういう計測範囲が書いてあるんですけれども、低線量と高線量で計測がかなり違

いますので、要求仕様として過酷事故を考えた計測があるという設備と、それから普段の日常

なり、そういうときの計測仕様というのはかなり違うということがありまして、それはどちら

を考えて設置しているのかということを説明いただければと思います。電源の時間と計測範囲

に対する考え方です。 

○東北電力株式会社 今ほどのご質問、電源につきましては何時間というような決めといいます

か、そういう設定はございませんが、電源の構成図でご説明したとおり、今回のガスタービン

発電機と、非常用母線につないでおりますので、基本的にはそちらのほうから給電するという

ところで考えております。 

  それから、先ほど過酷事故を踏まえたということでお話あったと思いますが、計測範囲につ

きましては代替モニタリング設備、スライドの中でご説明しましたとおり計測範囲は１０の９

乗ｎＧｙ／ｈということで、１１ページでございますけれども、こちらのほうにつきましては

福島事故の実績から想定しまして、福島事故の場合はこの範囲の中というところの実績がござ

いますので、そういう過酷事故も想定した値というところでございます。高いところまで測れ

るものというところでございます。 

  それから、可搬型のサーベイメータにつきましても、１４ページです。電離箱サーベイメー

タにつきましても計測範囲０．１μＳｖ／ｈから１，０００ｍＳｖ／ｈということで、これも

高いところまで測れるサーベイメータを事故時を想定して配備する予定でございます。 

  ということで、通常使っているものはこれよりも範囲が狭いものでございますが、事故時を

想定したものを今後は配備していくということを考えております。 

○兼本委員 事故時のほうはそういう代替で理解できたんですが、通常のモニタリングポストの

１から６というのはかなり小さい事象、少ない線量まで測れるということで理解しておいてよ

ろしいんですね。 

○東北電力株式会社 通常のモニタリングポストですと、７ページにございますが、１０の８乗、

イオンチェンバと書いているところの仕様です。こちらのほうにつきましては１０の４乗から

１０の８乗ｎＧｙ／ｈということで、先ほどの過酷事故対応のものは１０の９乗でございまし

たが、１桁低い仕様になっているところでございます。 

○兼本委員 わかりました。 

  最後の１８ページにプルームが通過した場合に検知できるかどうかはこれから検討されるん
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だろうと思うんですが、このモニタリングポスト８個、もっとありますね。敷地境界で。１２

ページありますけれども、これの地形というのを、簡単に教えていただけますか。敷地境界な

んですけれども、これ山の上なのか、尾根のほうなのか、斜面なのか。 

○東北電力株式会社 スライドの７ページをご覧ください。配置図が載っておりまして、こちら

に１番から６番のモニタリングポストが記載されておりますが、敷地内の高いところに設置し

ておりまして、一番高いところで標高１２５メートル、Ｎｏ．２のところです。こちらが１２

５メートルのところに設置しているところです。あと、一番低いところですとＮｏ．６という

一番左上のところです。こちらが標高３８メートル、地上高３８メートルのところに設置して

いるというところでございまして、高いところは山というか、そういうところに設置されてい

るところでございます。山の高いところで全体を計測できるということで、風の通り道みたい

な感じで、さっきの今村先生のプルームの流れ方はかなり地形に依存すると思いますけれども、

やはり年間を通じてどの方向というのは確かにありますけれども、ここが風の通り道だという

ところはありません。 

○兼本委員 わかりました。ありがとうございました。 

○座長 そのほか、ご質問ございますでしょうか。では、首藤先生、お願いいたします。 

○首藤委員 大変わかりやすいご説明、どうもありがとうございました。２点お尋ねをしたいと

思います。 

  まず１点目は、８ページのところでご説明いただきましたガスタービン発電機についてなん

ですけれども、もしかしたら私がちょっと聞き漏らしたかもしれませんが、多分ガスタービン

ということは燃料が必要で、それがもし補給ができずに尽きると使えなくなるということだと

思います。大体何時間、あるいは何日になるのかわかりませんが、どのぐらいこのガスタービ

ン発電機の燃料をご用意されているのかということをお尋ねしたいと思います。 

  あともう１点は、ちょっと今回のモニタリング設備のお話に該当するかどうかわからないん

ですが、先ほど欠席の委員からのご質問で、海洋に放射性物質が出た場合ということがご質問

ありましたけれども、そのほかに敷地内で例えば、たしか中越地震のときだったと思いますが、

その地震動で使用済み燃料プールの水があふれて建屋の中にいろいろなところに溜まっていて、

それが汚染されているかどうかを測定するのに非常に東電がご苦労されたということをお聞き

したことがあります。そういった溜まり水が見つかったときに、それが放射性物質をどのぐら

い含むのかというようなことを検査する機器ですとか人員の体制がどうなっているかなという

ことがもう少し気になるので、今日でなくても結構ですので教えていただければというふうに
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思います。 

○座長 できる範囲で回答をお願いしたいと思います。 

○東北電力株式会社 ガスタービン発電機を初めとしまして、発電所の中では基本的には１週間

以上外部からの支援がなくても大丈夫なような電源は確保できるようにしておりますので、ガ

スタービン発電機、あとそのほかにも電源車であるとか、いろいろな電源を配備をしておりま

すので、相当な期間電源については確保できるという対策をとっております。 

○東北電力株式会社 建屋内での漏れた水の測定につきまして、その仕事も当然地震のときは出

てくる可能性はありますので、我々としては２４時間体制で２名以上常駐していまして、いつ

でも測定できるような体制、それから必要な測定機材を準備してございます。 

○長谷川委員 私のほうから。ちょっと確認したいことがあるんですが、先ほどの岩崎先生の質

問に絡んで。これだけを拝見すると確かに実際問題として少ない。私の理解は、ここの３ペー

ジに書いてあるのは、緊急用の周辺モニタリング設備として建屋なり倉庫に常時保管して置い

てあるものだと理解するんです。確かにこれだけじゃとても間に合わないと思います。 

  しかし予備や日頃現場の原子炉建屋や放射線管理室などに配備されている機器は結構あるは

ずなんです。例えば緊急時には何台ぐらい出せるかとか、あるいは場合によっては緊急時に周

囲をモニタリングするために使いますよと指定してあるとか、何かそういうことを決めてある

のでしょうか。実際にどうなっているのか疑問になります。ここに記してあるのは、法令なり

規制庁なりの指示に従って、指定の倉庫の中に常時ちゃんと緊急用として置いてあるものでし

ょう。それはそれでいいんだろうとは思うんですが、緊急時の実際のときにどうだということ

ですね、岩崎さんが疑問に思われるのは。 

  それから、確認したいんですが、９ページ目のところに伝送したデータを中央制御室で監視

・記録が可能とありますが、可能ということは切り替えたら常時は記録していないんだけれど

も記録しますよというふうに切り替えたら記録できるということなんでしょうか。何々が可能

という言い方は用語として極めて曖昧なので、どういうことなんだろうかと疑問に思います。

必要に応じて記録できるという意味だろうとは思いますが、常時やっているのかどうかと。 

  それから、これも確認したいんですが、１０ページで放射線ダスト測定ＧＭ管、ＮａＩシン

チレーションのカウントとあるけれども、これは積算でカウントなのかＣＰＭ（1 分あたりの

カウント数）なんですか、９９万カウントまでできると。何かどういう意味なんだろうなと。

思います。 

  それから、１８ページへ行きまして規制庁から質問・指摘事項というところに、これは当然
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また紹介いただけると思うんですが、素朴な質問として一番上に書いてあるモニタリングポス

トのバックグラウンド低減対策、ポリ袋等による養生と。何か起こったときにその検出器が汚

れないように何か袋をかぶせるということなんですか。 

  それから、次のところです（ｐ１８）。放射性物質の放出角度の網羅性を規制庁は問題視し

ているとあります。ということは、MP1～6 では不十分か十分かということなのでしょうか。

それに対して東北電力さんはこれから答えられると、そう理解していいんだろうかと。 

  それから、３番目の、今の質問にも絡むんですが、高所からプルームを放出した場合におけ

る検知性です。プルームというのは気象によって、すなわち風の速度とか方向など（さらにそ

れらの時間変化）によってまた違うんでしょうけれども、プルームの幅（や厚みなどの形状）

というのは、例えば福島事故のときでどの程度の幅であったか。そういうデータをお持ちでし

ょうか。あるいはシミュレーションでこういうものは多分出てくるんだろうとは思うんですが、

何かそういうようなデータを今お持ちなんでしょうか。いずれ答えられることなんでしょうけ

れども、もしわかっていたらという質問なんですけれども。 

○東北電力株式会社 まず最初のご質問で、今回３ページで３台と記載しておりますが、確かに

こちらにつきましては今後専用の倉庫に保管するというものでございますが、これ以外に発電

所のほうに災害時の資機材ということで保管しているものも、ちょっと台数は今すぐには申し

上げられませんが、ちゃんと指定して何台という、こういうサーベイメータは何台という管理

をしております。 

○長谷川委員 この表（ｐ３）しかないと、県民の方には緊急モニタリングにはこれだけの機器

があるとの情報としてしか伝わりかねません。 

○東北電力株式会社 そちらにつきましては専用の緊急災害用ということで保管しておりますが、

台数につきましては後ほど確認させていただきたいと思います。 

  それから、２番目の記録につきましては、こちらは中央制御室のほうに常時伝送、監視・記

録が可能ということになっておりまして、今赤字のところは今後設置するという予定になって

おりまして、無線とか、そういうところは今後設置予定になっておりますが、そこのほかのモ

ニタリングポストの書いてあるこちらのほうにつきましてはきちっと監視・記録は現在も可能

でございます。連続的に記録をしているというところです。 

  それからあとは、１０ページのところ、カウント、こちらはＣＰＭかどうか確認は後ほどさ

せていただきたいと思います。 

  あと、最後のところの審査会合での指摘事項は、今後回答していくということで現在検討中
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ですけれども、ポリ袋の養生につきましては事前に検出器のところを養生していくというよう

なイメージでございますが、詳細につきましては今後検討していくものになります。 

○座長 そのほか、ご質問ございますか。では、栗田委員、お願いいたします。 

○栗田委員 １つお聞きしたいことがあります。このモニタリング設備の点検というのはどうい

うふうな仕組みになっているんでしょうか。 

○東北電力株式会社 点検につきましては、きちっと点検の周期を決めまして、項目とかも決ま

っておりますけれども、そういう形で定期的にメンテナンス、それからあとモニタリング設備

につきましては計測しますので、きちっと校正をとりまして、その値が確からしいかというと

ころを点検しているというような形でやっております。 

○座長 では、源栄委員、お願いいたします。 

○源栄委員 規制庁からの要請による仕様に対してどういうふうなシステムを用意したかという

のはよくわかるんだけれども、これは規制庁に言うべきなのかと思いますけれども、モニタリ

ング情報が結局どういうふうに処理されて、どういうふうに活用されるんだということを通常

時と事故時、異常時に対する時系列でのフローチャートみたいなものができているんですか。

それを一般目線で見たときにどういうふうに一般の方に流れてくるんですかということが分か

るような仕組みが要るんじゃないかと。そして、何か一般の方からこういうことを聞きたいと

言われたら、それをオーガナイズドして公開で説明会があるような組織づくりというものも要

るんじゃないか。そうでないと何のために測っているんだ。値をお金をかけて。そういうもの

がちょっと情報の利活用として説明が要るんじゃないかと。東北電力だけに言うべき問題でな

いかもしれないが。その辺をぜひ我が国で共有してほしいし、あるいは発展途上国もアメリカ、

あるいは発展途上国じゃなくて原子力をやっているところへの下地になるかもしれません。こ

の辺を明確にしてほしい。それをよく説明から入ってもらえれば何のために測っているんだと

いうことがわかるかと思います。そういう感想を持ちました。コメントでも何でも、感想です。 

○東北電力株式会社 ありがとうございます。一般の皆さんへの情報発信というのは我々もとて

も大事だということを考えておりますので、今回いただいたご意見を含めまして今後引き続き

ましてわかりやすい情報発信を進めていきたいと思います。 

○源栄委員 測ったものが途中で止まらないように、黙っていて隠しているかというようなこと

がきちんと定量的な計測情報がどれぐらいだったらどういうふうだというようなものも含めた

フローチャートみたいなものが要るかと思います。そのとおりにいくかどうかはまた次の問題

ですね。ぜひ明確になるようなものを用意していただければと思います。 
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○座長 では、兼本委員、お願いいたします。 

○兼本委員 今の話でモニタリングというのは非常に大事だと思うんですが、福島に住んでいて、

３・１１を私は会津若松市ですのでサイトから１００キロぐらい離れたところで経験した状況

からちょっとコメントさせてもらいますと、今電力の中のモニタリングポストということでプ

ロットか何かで公開はされてはいますが、３・１１のときに各市町村のモニタリングポスト、

会津若松ですけれども、福島とか郡山、いわき。情報は全く遮断されていましたので、もうテ

レビとウェブしか情報がなくて、その線量を１時間おきに見ながらプロットしていって、かつ

福島の地形が大体頭に入っていましたので、どういう通り道だというものを見ながら自分でこ

のような、こっちに流れて、郡山から南のほうに、最初は北西に行って、南に動いているとい

うことが情報なしでもわかるような、そういうことを実際に体験しているわけですけれども、

そういう意味で事業者の方の敷地境界というのはミクロの情報なんですけれども、もう少し県

全体のマクロな情報もきちんとわかるようにしていただくと、これは実際には非常に役に立つ

ということだと思います。 

  それから、一応もう１つは事業者の敷地境界のモニタリングポストの情報もかなり重要で、

福島の場合にダストが飛散したというような情報があるんですけれども、これはモニタリング

ポストを詳細に見るとわずかにこうというようなこともありますので、ミクロな情報とマクロ

な情報を両方するということは大事なことですので、こういう情報をしっかり提供できるよう

な体制をつくっていただければいいかなということで、ちょっとコメントをさせていただきま

した。 

○座長 では、長谷川委員、お願いいたします。 

○長谷川委員 私も兼本先生と同じ考えで。今、源栄先生がおっしゃったことは非常に大事なこ

とで、これは電力さんだけに言うんじゃなくて、やはり県とか何かにも、国に働きかけてほし

いということでちょっと一言言いたいと思います。 

  ３．１１大震災の時には、女川原発および福島原発のオフサイトセンターは、ご存じのよう

に全く機能しなかった。また、霞ヶ関から来られるであろうお役人さんも誰も来なかった。さ

らにＳＰＥＥＤＩのどこが悪いのかわからないけれども、一部情報があったにもかかわらずな

ぜか表に出て来なかった。そういうようなことがあったので地元の方から見ると、電力さんの

責任の範囲でのことと、国や県・市町村の責任の範囲のこと、それぞれがきちんと責任を果た

してくれることを求めたいと思っておられると思います。特に今後はオフサイトセンター（女

川にできるんですよね）がありますから、行く行くは。そこでの働きをちゃんと行って、具体
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的にどうこうやるというシナリオを電力さんと国や県となりで一緒になって示していただきた

いと思います。 

  それから、東北電力さんにお願いしたいのは、特に緊急時に当たっては情報の公開というよ

りも透明性です。そこに十分注意を払っていただきたい。十分注意というか、もう義務なんで

す。そうしていただかないと幾ら何か言ってもどうしようもないんです。そういうことをちょ

っとコメントしておきたいと思います。 

  それで、源栄先生おっしゃったことは非常に大事で、そこのところが県民に伝わらないで、

こんなこといろいろ議論していて、ある意味でほとんど意味をなさないということだと思いま

す。これは電力さんももちろん今言ったような努力をしていただく。それから、県から規制庁

に、県民に伝えるようにしろと言っていただきたい。規制庁というのは何か広報ということを

あまりしないように見えます。どういう意識でいるのか私はわかりませんけれども、そういう

ことはやはり県から言わないとだめなんです。電力は面と向かって言えないですよ、多分。で

すから、そういうことをよろしく県の方にもお願いしたいと思います。ちょっとコメントです

けれども。 

○座長 では、首藤先生、お願いいたします。 

○首藤委員 今のお話の流れで１点だけ私もコメントを申し上げたいと思います。事故や災害の

ときもそうですけれども、平常時にもたまにモニタリングポストで何かちょっと異常な値が出

たりということがあるかと思います。今私たちは福島の沿岸部の市町村のお手伝いをいろいろ

とさせていただいているんですけれども、そこで生じていることを見ると何かちょっと敷地内

で異常な値が出て、その情報自体が町に即座に伝えられるんですけれども、町のほうでそれを

どう解釈していいのかということに非常に困られて、これは住民に伝えるべきものなのかどう

かとか、そのあたりをすごく悩まれている状況です。 

  モニタリングの設備ができてモニタリングができるということは、数字は出てくるんですけ

れども、それをどう使うかについてはやはり地元の自治体さんにとっては非常に専門的過ぎて、

自分たちだけの判断ではなかなか難しいということがございます。ですので、もちろんそのあ

たりは県や国の規制庁さんで現地にいらっしゃる方もサポートしていただきたいですけれども、

電力さんのほうでも情報を出される際に少しコメント、これはこういう意味だというコメント

をつけて地元の自治体さんに出していただくとか、そういった取り組みをしていただくと多分

どう取り扱ったらいいのかということがわかりやすくなるかなというふうに思います。 

  実際、福島第一・第二原子力発電所では比較的最近ファクスとか送る際に少しコメントを書
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くようにしているということはつい最近伺ったばかりですので、ぜひ参考にしていただければ

というふうに思います。以上です。 

○座長 ありがとうございました。 

  時間となりましたので、このモニタリング設備に関する本日の議論を終了したいと思います。

いろいろ貴重なご意見が出てきました。モニタリング設備の実際の数の問題とか、それからモ

ニタリング情報の活用とか、いかに県民に伝えていくかと。そのようなところを今後いろいろ

議論していければというふうに思います。 

  それでは、次の（３）その他（外部火災）について東北電力から説明をお願いいたします。 

○東北電力株式会社 それでは、東北電力の熊谷でございます。 

  この外部火災に関してはかなり前に一旦説明させていただきまして、岩崎先生のほうからご

質問があった、それの回答となります。ですが、外部火災ということでかなり時間もあいてい

るんで、パワーポイントの１枚目です。まず質問のほうなんですけれども、外部火災について

少しおさらいということでお話をさせていただきたいと思います。 

  まず、外部火災そのものというのは、基本的に設計基準という考え方から発電所の建物、特

に防護対象という言い方をしますけれども、原子炉建屋、このエリアに重要な機器がいっぱい

入っておりますので、それからあと、原子炉建屋の横のところにある復水貯蔵タンクというも

のがありまして、こちらのほうはこの重要な機器に対しての水源を確保するためのタンクでご

ざいます。そういうところがいろいろな熱的な影響によって機能が喪失しないかどうかという

ことを確認するというのがこの外部火災の特徴です。 

  それで、前回説明したときには、まずこの発電所というのは構内の外側になってしまいます

と結構森林が多くて、その森林火災が起きたときにそれが原子炉建屋、また復水貯蔵タンクみ

たいなところに熱的な影響がどのぐらい出るのかというところを評価している。その段階とし

ましては防火帯というものを設けまして、結局森林火災が起きたとしても防火帯ということで

モルタルで２０メートルぐらい道路の大きいもので周辺で囲むことによって熱的な影響が風で

及ばないような，そういう評価をして大丈夫だという話を前回のときにさせていただきました。 

  もう１つ、前回説明した中で、今度発電所構内にはこういう軽油タンクということで、先ほ

どのモニタリングの中の説明もありましたけれども、電源関係の油、いわゆる燃料となる油が

燃えてしまったときに、それがもう熱的な影響として原子炉建屋のコンクリートとか復水貯蔵

タンクの表面のほうに熱影響を与えることによって機能が喪失しないかというところを確認す

るということをしております。 
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  その個別の説明も前回お話をしたんですが、もう１つ大きな特徴としまして飛行機です。今

回、想定としてはボーイング７４７、これが発電所構内に落ちたという仮定をしまして、これ

がこの真ん中ぐらいの落ちたということでの図ですけれども、そういうシナリオに基づいた形

で、なおかつ３号の軽油タンクがＡ系、Ｂ系、２つ燃えましたということで、そうすると飛行

機が燃えて、それから軽油タンクが２つ燃えたという状況にあっても原子炉建屋、それから復

水貯蔵タンクが熱影響が大丈夫かというような評価をしております。 

  一番最後のスライドをちょっと見てほしいんですけれども、これもちょっとおさらいにはな

るんですが、復習という意味でお話をさせていただきます。 

  これが原子炉建屋の外壁ということで、こちらのほうに実際に絵で描いてありますけれども、

危険物施設、これが３号機の軽油タンクＡ、Ｂということです。そこにボーイング７４７で、

この２つが一緒に燃えましたという状況にあったときに、熱の輻射強度が原子炉建屋の外壁部

に当たりまして、そのときに実際に熱線が放熱されるんで、放熱を考慮する場合と保守的に考

えて、断熱評価ということで放熱を考慮しない場合、これは原子炉建屋については我々として

は２つ評価していました。 

  その結果として、コンクリートというのは機能上本当に保守的に考えてはいるんですけれど

も、許容温度が２００℃を超えてしまうと何かしらコンクリートに悪さをするということで、

それを一応設定値としまして、それ以下であるかどうかというものを実際に熱のワカ式で検討

しました。その結果、いわゆる放熱を考慮した場合だと１８１℃なんですが、放熱を考慮する

と最大で１２９℃になるというような評価をいたしました。 

  それで、岩崎先生のほうから、前のページになるんですけれども、復水貯蔵タンクのほうの

評価が一部放熱に関して放熱を考慮しない、断熱評価の評価しか記載しなかったものですから、

実際の実力はどのぐらいあるのかというふうな質問が出ましたんで、そちらのほうを評価をし

ております。 

  結果としましては、放熱を考慮しない場合というのは約５７℃、それに対して放熱を考慮し

た場合というのは約５６℃という評価になりました。これは実際貯蔵タンクということになり

ますので、実際中には水が入っているという話になりまして、こちらから考えますとやはり余

り温度に大きく差がなかったということになります。 

  あともう１つ特徴としましては、今回規制対応も含めてなんですけれども、規制庁とのやり

とりの中で極力発電所に関しては保守性を見てくれという話がありまして、大分この評価とい

うのは保守的にやっています。そういう面で、今回、今はこの断熱評価と放熱評価という評価
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をしていますが、そのほかの保守性としましてもまず水の体積、これは普通このタンクという

のは３，０００ｍ３ぐらい入っているタンクなんですけれども、これをからからの状態という

かなり下限のほうに絞って約７００ｍ３ぐらいに落とした形の評価をしています。 

  それから、実際これは半地下化しておりまして、半分５メートルぐらい地下に潜っているよ

うなタンクなんですけれども、それを一旦上まで押し上げたような形にしまして、完全にタン

クの表面を外に出してみての評価というやり方をしています。そういうところで、具体的に今

回は断熱、放熱の評価というところではお示しをしましたが、実際にはもっともっと実は保守

性があるんで、それを評価するとまたもっと値が小さくなる。 

  あと、初期温度自体もこれは実際に５０℃ということで今考えています。これも規制庁さん

とのやりとりの中でやはり保守性を見るということで、本当に炎天下の真夏の中でとんでもな

く金属が熱せられた状態というのは結構熱くなるだろうということも考えて、かなり厳しめに

ということで初期温度を５０℃ということになりますので、実際には５０℃から差分で見れば

いいので６℃とか７℃とか、そのぐらいがもしボーイング７４７ですと２００ｍ３ぐらいのジ

ェット燃料、それからあとは軽油タンク１個が３３０キロリットル×２なので６６０キロリッ

トルということになりますので、先ほど７日間ぐらいエンジン系というか、発電機系をもたせ

るという話になっていますからそのぐらいの余裕になっているんですが、そういうものを考慮

しましても熱的なものに関してはかなり耐性を持っているということになります。 

  そういうところで、あと最後になりますが、防火帯のほうもいろいろと検討が進みまして、

詳細設計まで来ています。その段階で岩崎先生のほうからのご指摘がありまして、なるべく保

守的に考えて下さいというお話もありましたので、少しでも外側に向くような感じ、つまり熱

的に強いような形と敷地から遠ざけたような設計で調整をしておりまして、多分何とか今年度

中ぐらいには工事を始められるかなという状況になります。ということで説明を終わらせてい

ただきます。 

○座長 ありがとうございます。岩崎委員、お願いいたします。 

○岩崎委員 どうもありがとうございました。 

  ５０℃から見たときに数℃しか上がらないということで、６６℃には大分遠いということで

安心はしているんですが、保守性、保守性と言われてもやはりまだ心配は尽きないので、でき

るだけ取り入れて、無駄にならない範囲で保守的にしておくのがやはりこの手の事故、火災と

かにやっていてよかったということが結局いつか起こらないとも限らないので、それで、防火

帯についてもいろいろご苦労されているということですけれども、森林火災を非常に保守的に
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計算されているとは思うんですけれども、それでもしっかりやっていただけたということで今

後ともよろしくお願いするということでコメントです。 

○座長 ありがとうございます。 

  委員からのご意見の前に、この件につきまして欠席の委員から何かコメントがございました

ら事務局からご報告お願いいたします。 

○事務局 この件につきましてご意見はいただいておりません。以上でございます。 

○座長 それでは、委員の方からご質問、コメント等ございましたらお願いいたします。では、

源栄委員からお願いいたします。 

○源栄委員 ボーイング７４７というのは最悪のケースということですか。原子力発電所の設計

では、地震ながりでなく、外部事象としてファントムのような戦闘機の突入も考えられます。

北朝鮮からミサイルを撃たれて爆破されることや、それから内部でちょっと気が狂ったものが

自爆も全部含めて、どういう位置づけなんですか。 

○東北電力株式会社 先生からのご質問に関しては、まず先ほど大前提にあるのが設計基準ベー

スという言い方をしているのはそこにありまして、我々としては考えられる想定としてのもの

ということで飛行機は採用させていただきます。そういう意味で、かなり保守的というところ

ではあるんで、実際にはボーイング７４７というのは航路上いろいろと調べておりますが、当

然発電所の近くは飛ばないという話はあるんですけれども、ジェット燃料が多いということ、

実際にはファントムではないんですけれども、自衛隊機とか、そういうものも含めまして国内

の航路に飛んでいる調べられるものの飛行機、軍用機に関しては、今度は燃料の量は少なくて

もそういうものに関しての評価というものは実際はしています。 

  あと、実際テロ行為、そういう話に関してはなかなか想定がしにくいというか、厳しいとこ

ろがありまして、この飛行機の落下については規制側と実際に相談しているところでは、ちょ

っと非公開にはなりますけれども、やはり飛行機がまさしく原子炉の近くとか、今は確率論的

にやっているんである程度の標的というものを考えて、それ以外に考えていますけれども、そ

ういうふうになったときはどうしようかということで大規模損壊という考え方がありまして、

そういう考え方のときの対応方針みたいなものも別途検討をしているところです。 

  ただ、それについては規制庁とのやりとりの中、いろいろと機微な情報にまたがるところが

あるんで非公開でやっておりますが、ここでご質問あれば少しでもお答えはさせていただきた

いと思います。 

○源栄委員 一応それも考えてください。 
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○東北電力株式会社 そこは何としても自衛隊さんとか、そことご相談してやっていきたいと思

います。 

○座長 テロ対策につきましてはまだご説明をいただいていないんで、その後この検討会で説明

していただければというふうに思います。 

  ほか、ご質問ございますでしょうか。よろしいでしょうか。 

  それでは、この（３）その他（外部火災）に関する本日の議論は終了したいと思います。 

  それでは、ここで１０分ほど休憩をとりたいと思います。再開は１４時３０分からにしたい

と思います。よろしくお願いいたします。 

 

     〔休  憩〕 

 

○座長 それでは、時間になりましたので議事を再開したいと思います。 

  それでは、２件の関連報告がございます。 

  まず、新規制基準適合性審査の状況につきまして東北電力からご説明をお願いいたします。 

○東北電力株式会社 それでは、お手元の資料４に基づきましてご説明させていただきます。東

北電力の若林でございます。引き続きまして、隣の。 

○東北電力株式会社 東北電力、羽鳥でございます。よろしくお願いします。 

○東北電力株式会社 よろしくお願いします。 

  １ページをお開きいただきまして、女川２号機の適合性審査の状況ということで、棒グラフ

とともにご説明をさせていただきます。 

  ご存じのとおりでございますけれども、２号機につきまして平成２５年１２月末に申請いた

しまして、審査会合がこれまでのところ７９回開催をしております。下のグラフにございます

ように大きく大別いたしましてプラント側、原子力関係の設備の審査というものと、それから

地震・津波に関わる審査ということで、この２つを両輪として審査というものが進められてい

るということでございますが、皆さんご案内のとおりでございますが、平成２７年８月６日に

審査会合を行いまして、それまでＢＷＲのプラント４サイト、ここに書いてある東海第二を除

きまして４サイトで５ユニットにつきまして審査が並行して進んできたわけなんでございます

けれども、８月６日以降は柏崎刈羽６、７に集中をして審査を行いまして、従前その前に既に

ＰＷＲ、加圧水型の原子炉系に対する審査、ひな形ができ上がったわけですが、柏崎６、７に

ついてまず沸騰水型の審査のひな形をつくろうということでございまして、これまで今年度の
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頭まで審査が中断しているという状況にございました。 

  もちろん全社に共通いたしますようなものということでございますが、原子炉の内部の状況、

さまざま核分裂などを含めまして解析するコードというものがございます。これが全社共通で

ございますので、そういったものに関するヒアリングや会合というものは行われておりました

が、それ以外のものについてはほぼ柏崎６、７を中心に行われてきていたということでござい

ます。 

  ２７年８月６日までの間は会合といたしましては４９回、ヒアリングとして１３２回ほど実

施してきておりまして、その後そういった一部の共通のものを除いて審査を一旦中断していた

ということでございます。その間我々は何をしていたかといいますと、柏崎６、７のほうで沸

騰水型原子炉の基準適合性に関する議論が進んでまいりますと、それを翻って我々のユニット、

女川２号機に適用した場合どういったことが必要なんであろうかといったことで、我々当初申

請したものに対する必要な改善、改良、工夫を重ねてきていたと。それで審査に向けての準備

を進めてまいったということでございます。 

  その後、２８年３月３１日と４月２１日になりますけれども、こちらの審査会合２回で、こ

こに書いてありますが、柏崎を含めましたＢＷＲプラント５サイト６基のものについて審査に

関わる審査書類が向こうどれぐらいの感じで提出できるのか、また、柏崎刈羽でのこれまでの

審査を踏まえてどういったものが論点になるのかといったことを出しまして、その結果として

他社は４月から速やかに出る。私どもはその際の審査会合でも当時の更田委員のほうから言わ

れておりますけれども、女川にはさほど論点となるものは重くないんだと、そういうことを言

われておりましたものですから、５月のゴールデンウィーク明けから審査が再開されまして、

ヒアリングがこれまでのところ２５回やってきております。 

  会合としましてはヒアリングを重ねた上で２回ほどで行ってきておりまして、至近の規制庁

のホームページに書いてありますように、次は９月１３日に審査会合がある予定になっており

ます。これまでのところ、プラント側のほうにつきましては５４回の審査会合、そして１６６

回のヒアリングということになっております。 

  一方で、地震・津波については特段ＢＷＲ、ＰＷＲということではなくて、各サイトにつき

まして同時並行的に審査を続けてきているということでございまして、この６月に規制委員会

による女川の現地調査ということで、敷地内の断層の状況の現地確認といったようなものを行

っていただきましたけれども、これまで審査会合で２７回、ヒアリングで７９回ということで、

これは済みません、ここで８月末現在と書いておりますが、今申しました数字は９月６日まで
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の現時点での数字ということでございまして、９月に入ってからもヒアリング、会合、これを

重ねていきます。そういうことで進んでおります。 

  また、もう１点ご報告させていただきますが、具体的には女川２号の審査、５月、６月、７

月、８月と、この４カ月間で審査がプラント側については再開されてきたわけでございますが、

その間に２４回のヒアリングをやってきております。ですから、都合月当たり６回ということ

で、毎週１回から２回のヒアリングが入ってくるということで、従来に比べると非常に稠密な

形で審査を進めていただいているということでございます。 

  そういったところが審査の状況ということでございまして、後ほど詳細に説明いたしますけ

れども、上の文章、３つ目に書いてありますように、何よりも一番重要になりますけれども、

基準地震動ＳＳに関する審査につきまして今まさに山場を迎えているということでございまし

て、先般８月１９日の審査会合では３・１１型の地震でございますプレート間の地震につきま

してほぼ審議が尽くされたと、そういった話し合いになります。詳細は後ほど担当のほうから

ご説明させていただきます。 

  次に２ページ目に参りますけれども、プラント関係の審査の進捗状況についてまとめさせて

いただいております。上のほうから大きく設計基準対象施設、従前のものを少し拡大している

ものです。従前、震災前の基準をその後若干外部事象などに対して拡充しているものになりま

す。 

  また、その下半分、これが重大事故等対処施設ということで、従前は設計基準事項というよ

うなものを上回るようなものということを想定してこなかったわけでございますが、そういっ

たものを新たに想定をいたしまして、それに対する対策がハードウェア、ソフトウェア、両面

において有効であるかどうかといったことを確認する、そういった審査に大きく分かれており

ます。 

  上のほうから順番に見てまいりますが、地震、津波というものが２つ自然事象で書いてあり

ます。先ほど申し上げたように基準地震動については今佳境を迎えておりますので、このもの

が確定すれば影響を確認してまいりたいと。基準津波についても先般のヒアリングで、この後

審査会合と、そこそこ確認をしていただいているところでございますので、これが決まればま

た影響を確認してまいりたいということでございます。 

  それから、外部事象の中で竜巻でございますが、３月３１日の審査会合あるいは４月２１日

の審査会合のほうでこれまでの柏崎の審査あるいは当社のヒアリング、そういったものの状況

を踏まえて当初申請がこの風速６３メートル、藤田スケールのＦ２というものにしておったわ
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けでございますが、それをＦ３ということで国内最大、既往最大というようなものに変更する

ということにいたしました。そういうことになりましたものですから、その設計に対して防護

施設といったものが有効であるというようなことをきちんと今後機会を見つけて説明をしたい

と、こういうことになろうかということでございます。 

  また、火山の対策でございますが、これも審査の内容ということで昨年こちらの検討会のほ

うでご説明させていただきましたが、周辺の火山活動によって降灰１０センチを考慮しますと

いうことを前堤に防護ということについて機会を見つけて説明をしてまいるということでござ

います。 

  それから、外部火災につきましてはこれまでも数回この検討会のほうでもお時間をとってい

ただきましてご説明をさせていただきましたが、先ほどうちの熊谷のほうからご説明をさせて

いただきましたように現地の状況を見て結果としてもうちょっと外側に広げたほうがよりいい

なとか、やはりどうしても設計のものとああいった斜面で防火帯をつくるものですから、現実

というのは若干の修正が入っている部分がありまして、ですから、そういったものを適切に反

映して、最終的にはこういった形になっておりますと、それについては防火帯の幅としては十

分でございますし、各原子炉施設の影響というものについては問題ございませんということを

ご説明する予定にしております。ただ、基本的な考え方としてはこれまでご説明させていただ

いた手順、方法によって確認をする、検証するということになっておりますものですから、大

きな違いはないというふうに理解をしております。 

  それから、内部火災でございますが、これまでの柏崎での議論の中で出てきておりますよう

なもの、これを２つ書かせていただいております。格納容器の中の火災防護対策、それから中

央制御室の床下、ケーブルがございますけれども、そういったところの火災防護、これについ

てきちんと火災防護といったものを対策として成立するということを説明することにしており

ます。 

  それから、５つ目になりますけれども、内部溢水でございます。内部溢水は一応これは設計

基準対象施設ということで書いてございますけれども、設計基準事故に対する安全設備につい

ての内部溢水の影響評価ということについては既に審査会合などでもご説明させていただいて

おりますが、下半分の重大事故等対処設備というものが今回新たに建物の中に付け加わるもの

ですから、そういったものに対する溢水防護の対策が十分であるのかどうかといったことを説

明させていただくという計画でございます。 

  また、外部電源につきましても、これは他先行プラントと同様にこれは論点でございまして、
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きちんと我々の系統の特徴、故障率など、そういったものを送電あるいは上流の変電所、そう

いったことを含めて説明するということになろうかということでございます。 

  それから、７番その他ということで静的機器、あと先ほど幾つか出てまいりましたけれども、

通信設備とかモニタリング設備といったようなものについても、他のものと同様でございます

けれども、審査会合で幾つか指摘事項をいただいております。具体的には、最後のほうに書い

てありますが、緊急時対策所を当初申請の段階では３号機の原子炉建屋内に設置しますと言っ

ておったんですが、こうやって審査も長期化してきているということもありますので、将来設

置としておりました高台にこの緊急時対策建屋を、我々としては非常に設計に馴染みの深い、

これまでの設計の実績があるという意味で、耐震化した形での建物をつくるということにして

おりますので、そういった設備に対して通信とか監視、モニタリング、そういったことがきち

んとできるというようなことも含めてご説明をしてまいりたいということでございます。 

  それから、重大事故等対処設備でございます。確率論的リスク評価については既に今ご説明

が終わっておるんですけれども、まだ基準地震動、それから基準津波というものについては審

議中でございますので、これを確定してからどういった形で影響が出ていくのかというような

ことについて評価結果をご説明するということにしております。 

  それから炉心損傷防止、それから格納容器の破損防止といったことでの有効性評価を含みま

す重大事故対策の有効性といったものについては、同様にご説明をするということでございま

す。幾つかちょっとここにも書いてあります、特にこの間の宮城県の検討会のほうでもご指摘

いただいております水蒸気爆発などということについてのご懸念も頂戴しておりますものです

から、特にここは重要だろうということでわざわざ特出しして格納容器破損防止のところに書

かせていただいておりますけれども、溶融燃料が原子炉圧力容器の底から格納容器の下部に垂

れてくるということを想定するわけでございますが、その際に事前に水張りをすることによっ

て水蒸気爆発を起こさない程度の対応が可能になるということをこの適切性についてご説明す

る予定でございますので、その審査が終わりましたらぜひこちらのほうにも具体的にご説明さ

せていただきたいということでございます。 

  あと、燃料プールあるいは制御室などについても審査会合で幾つかご指摘いただいているも

のですから、そちらに回答いたしまして、この辺まとめてこちらのほうでも宮城県の検討会の

ほうでもご説明をさせていただきたいということでございます。 

  最後に、放射性物質の拡散抑制でございます。先ほどこういった基準事故対処設備、それか

ら重大事故等対処施設といったものが機能しないような状況、つまり我々想定外を想定すると
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いうことも必要であろうということを今回学んだわけでございますので、そういった場合でも

発電所から放散するような放射性物質を可能な限りその中にとどめておくということで、例え

ば放水、放射放水法でございましたり、あるいはシルトフェンスでございましたり、あるいは

吸着剤といったものを準備しておりますものですから、そういったものの対応、ソフトウェア

含めてご説明をしてまいりたいということでございます。 

  プラント関係については以上でございますので、では次のページでうちの羽鳥のほうから説

明いたします。 

○東北電力株式会社 それでは、３ページをご覧ください。３ページには地震・津波関係の審査

の現状をまとめてございます。 

  地震・津波関係と申しますのが、先ほど来、表でまとめた、左の欄でまとめてございますが、

施設の耐震設計、それから対津波設計、そのための入力値としてどういう値になるかといった

ようなことをここでは審査いただいてございます。 

  表に記載の１．地震、２．津波、３．その他と記載ございますが、その他としましては火山。

火山がどんな影響があるか。それから、最後の欄のように基礎地盤の安定性評価と記載ござい

ますが、発電所の中の重要な施設が乗っている地盤、これが地震時に崩壊しないかといったよ

うな確認を審議いただく、そういったような項目になってございます。 

  それでは、まず１の地震についてでございますが、地震の欄のこのページの一番上の欄、敷

地周辺の活断層の評価でございます。これは敷地の周辺、例えば太平洋の海洋にある、あるい

は仙台湾であるとか石巻平野であるとか、そういったような敷地から離れた周辺にある震源を

起こすような断層があるかどうか、その評価について審議いただいているところでございます。 

  これにつきましては、申請後に審査の中でご指摘いただきまして、海上の探査等で新たなデ

ータも拡充いたしましてご議論いただきまして、内容的には一度了解をいただいてございます。

この結果はその下、５段くらい下に内陸地殻内地震という欄がございます。これが活断層によ

る地震の評価につながります。敷地周辺の活断層評価がこの内陸地殻内地震の評価にはつなが

ってまいります。 

  恐縮ですが見開きの４ページをご覧いただきまして、４ページの下にその地震の発生様式の

模式図を記載してございますが、地震のタイプとしまして、この模式図は左側が陸からのプレ

ート、右側が海側、太平洋側からのプレートが潜り込んでいる、その状況の模式図で記載して

ございます。この中で、ここに①、②、③という３つのタイプの地震の発生様式がありますの

で、それぞれの地震の発生様式について審議をいただくといったようなものになってございま
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す。 

  もう一度３ページに戻っていただきたいんですが、３ページの２つ目の欄、敷地内の断層評

価でございます。これは敷地の中の断層の活動性について審議いただく項目でして、まだこれ

は審議中でございますが、先ほど６月に現地調査というお話をしましたが、会合の中で説明し

たものを実際現地で断層の性状等を確認いただく、あるいはボーリング調査等をやってござい

ますので、そのボーリングのコア試料を実際に目で見て確認いただく、そのような現地調査を

やっていただきました。この際にもコメントをいただきましたので、今後それらについてお答

えしていく準備をして審査中でございます。 

  それから、その次の欄でございますが、敷地地盤の震動特性という記載がございます。これ

はあるところで地震が発生した場合、発電所の中の発電所での地震動を評価する、その際に地

震がどんなふうに伝わってくるかといったようなことを評価する、どんなモデル化をしたらい

いのか、あるいはどんな特異な伝わり方をしないだろうかといったような内容を審議いただき

まして、最終的にここでモデル化したものをその下の各地震の評価のほうにつなげて計算して

まいります。これにつきましては審議の中ではご了解いただきまして、その後の地震の評価の

計算のほうに反映してございます。 

  その次の欄から具体的な基準地震動の策定というところで、プレート間地震でございます。

これは先ほどの模式図にもありますように、プレートとプレートの間のプレート間の地震、３

・１１のときの地震のタイプになりますが、これについて説明してまいりました。８月の審査

会合の中でこのタイプの地震についてはご了解をいただいてございます。 

  それから、海洋プレート内地震。これは海側から陸側の下に潜り込むプレートの中が震源と

なる地震でございます。これにつきましてはコメントもいただいてございまして、今審査中で

ございますが、順次いただいたコメントについてお答えしていくところでございます。それぞ

れいろいろなタイプ、海洋プレート内地震の中でもいろいろなタイプの地震がございます。あ

るいは世界で発生した実績等もございますので、そういったものを説明しまして海洋プレート

内地震の説明をしてまいってございます。特にこの基本となるモデルとしましては、３・１１

の地震の後に４月７日に発生しました地震をモデルの基本としまして評価してございます。こ

れについて今後また説明してまいります。 

  その次に、内陸地殻内地震でございます。これが一番上の欄で申しました活断層による地震

でございます。海域に分布している断層、それから陸に分布している断層、これらを評価しま

して説明し審議いただきまして、一度この案件につきましてはご了解いただいています。この
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中では保守的に、例えば仙台湾から石巻平野、北上盆地といったような非常に長い、広く分布

しているような断層を強制的につなげるといいますか、連動させるような評価も交えまして評

価してございます。 

  それから、最後のところに震源を特定しない地震。これは特に陸域の活断層のようなものが

ないところで、わからなかったところで地震が発生したといったような実績が全国にあった場

合、それをその地震動を使いまして女川地点の地震がどうかといったようなことを評価する。

その際に考えなければならない地震はどんな地震があるだろうかといったようなところでご審

議いただいています。ここに留萌地震、北海道の留萌地区でございます。この留萌地震を女川

で新たに考慮するといったような説明をしてございます。そのほか、岩手・宮城内陸地震ある

いは鳥取県西部地震等を女川で考えるべきかどうかといったような審議を今ご議論いただいて

審議いただいている最中でございます。 

  以上が地震でございまして、２番目の津波でございます。これは対津波設計に使う基準津波

を審議いただくところでございますが、敷地に一番大きく影響するであろうという津波が３・

１１の際に発生した津波、非常に大きなプレート間地震に起因する津波でございました。これ

につきましてさまざまな検討をしまして、申請時に２３．１メートルという評価をしてござい

ます。この内容につきましてはこの審議の中ではご了解、ご承認いただいてございます。その

ほか、さまざまな津波を発生する波源となるタイプの地震がございますので、それらも含めま

して現在審議いただいているところでございます。 

  次に火山でございますが、火山は例えば火砕流が流れてこないか、あるいは火山灰は飛んで

こないかといったような内容の評価をしてございます。火砕流が流れてくるような火山は近く

にないわけなんですけれども、遠くから火山灰が飛んでくるといったようなことを考えた場合

には鳴子火山が影響が比較的大きいだろうということで説明してございます。まだこれはコメ

ントもいただきまして審査中でございます。 

  それから、最後の基礎地盤の安定性評価。これにつきましては地震動が決まり次第、重要施

設の今現在のサイトの中にある重要構造物の地盤が地震時に壊れないかどうかといったような

ところを審議いただく項目で、基準地震動が確定後に説明する予定になってございます。 

  それと、４ページをご覧ください。 

  今ご説明しましたところが大分重複する部分がございますが、４ページの表にございますよ

うに地震のタイプごとに今審査の中で我々がご説明した内容でございます。この表の中の右側

で黒い四角で囲った部分が審査中ということで当社が説明した内容でございます。この中でさ
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まざまなコメントをいただいてございます。当社としまして非常に最新の科学的な知見に基づ

きまして保守的に評価しているわけなんですけれども、さらに例えば不確かさ、いろいろなパ

ラメーター、確かさをもっと厳しくしたらどうかといったようなご指摘もいただきました。そ

ういったものを検討した結果、一番右の欄にございますような新たな地震動という表現がござ

います。これを新たに地震動として設計に評価すべきというふうに判断いたしまして、これを

説明してございます。 

  これを図に表しますと右の図でございます。地震動応答スペクトルと記載してございますが、

地震の波を計算処理をしましてグラフに表したものでございます。下の横軸が地震の周期、揺

れ方の周期、縦軸がその速さ、速度、それから斜めの線に加速度、いわゆる何ガルというふう

に言いますが、そのガルに相当いたします。これをグラフに表した地震応答スペクトルという

形で記してございます。 

  先ほど左に記載しています７１７ガルとか７２２ガル、これがプレート間地震でございます。

この線。それから、震源を特定せず策定する地震の６２０ガル、これは緑のラインでございま

すが、一部それぞれのラインをご覧いただきまして、申請時に設定しましたＳｓ－１、６４０

ガル、Ｓｓ－２、１，０００ガルといったものを部分的にある周期帯で上回っている部分がご

ざいますが、こういったものも今後の耐震設計に評価していく、その候補としてまず説明して

ございます。 

  以上が地震・津波関係の今の審査の状況でございます。 

  以上でプラント関係、地震関係での現在の審査の状況についてご説明いたしました。以上で

ございます。 

○座長 ありがとうございました。 

  初めに、この件につきまして欠席の委員から何かコメントがありましたら事務局から報告を

お願いいたします。 

○事務局 鈴木委員から２件ございます。 

  初めに、２ページをご覧願います。 

  プラント関係の適合性審査というところの１の地震の耐震設計、それから２の津波の対津波

設計、これらの設計方針で基準の波が確定後に影響を確認する予定とありますが、具体的にど

のプラントに対してどのような手法で何に対する影響を確認するのかを明らかにしていただき

たい。対象プラントによっては考慮されている手法が適切ではないこともあり得ると思います

のでとのご質問をいただいております。 
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  次に、４ページをご覧ください。 

  ４ページの右側に地震動応答スペクトルというものがございます。ここで周期０．０２秒付

近でＳｓ－１を超過とありますが、この５０ヘルツ付近というのは剛構造の機器系にとって十

分共振する可能性のある帯域になり得ると思うので、十分精査していただきたいとのコメント

をいただいております。 

  以上でございます。 

○座長 ありがとうございました。この件につきまして東北電力から回答をお願いいたします。 

○東北電力株式会社 それでは、まず最初の１問目でございますけれども、２ページ、この１．

２．のところに２行書いております。耐震設計方針、それから対津波設計方針で、プラント関

係が基準地震動、基準津波確定後、影響評価と、影響確認ということでございます。 

  まず、そのご質問のうちのどのプラントについてということでございますけれども、今回特

に女川２号機を申請しているものですから、基本的には女川２号機の施設について影響を確認

するということになるわけでございますけれども、もちろん併せて防潮堤のように各号共通で

行っている安全対策についても確認をするということになります。 

  その次に、どのような手法で、そしてどんな影響を確認するんだということで、その適切性

はどういうふうに検証されるんだということなんでございますけれども、現在審査をしており

まして、そういった中で先ほど羽鳥のほうから説明しましたように女川原子力発電所としての

基準地震動、それから基準津波と、つまりその設計の基準となります地震と津波が定まること

になります。この地震と津波を詳細設計、すなわち工事計画認可の段階でこの基準に対する構

築物、機器といった施設の構造健全性あるいは機能維持といったことについて確認することに

なります。 

  機能といいますと例えば、物によりますけれども、気密性であったり水密性であったり支持

する性能であったりと、そういったことでございまして、現在行っております設置許可での段

階ではこの設計方針ということについて確認するというのが基本になるということでございま

す。 

  この適用する手法、これは詳細設計の段階でやるということなんでございますけれども、こ

の適用する評価手法については工事計画認可の段階でその妥当性について検証するということ

になっておりまして、これは審査の中で規制委員会、規制庁のほうに検証してもらうというこ

とでございますから、先生のご指摘につきましても併せて私ども事業者も含めて検証してまい

るという計画にしております。 
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  それから、２点目のことでございます。４ページのこの地震動応答スペクトルでございます

けれども、この周波数の中で０．０２秒、いわゆる５０ヘルツというところでＳｓ－１を超過

と、これは重要なのではないかということでご指摘がございます。 

  コメントでございますのでもちろんそのとおりでございますけれども、ご指摘のとおり私ど

も剛構造と言っております施設も評価においてはこのあたりというのは当然重要な周波数帯で

の加速度ということになりますから、この地震による構造健全性評価というものの中で適切に

その加速度を入力して確認をするということにしております。 

  こういった評価手法につきましては当然単純に評価するということだけではなくて、機器単

体あるいは連鎖させた形での加震試験、そういったデータによって妥当性を検証したものを適

用しておりまして、ご指摘いただいております十分な精査というものは今後の中できちんと行

っていくという所存でございます。以上でございます。 

○座長 ありがとうございました。 

  それでは、各委員から何か質問等がございましたら発言をいただきたいと思います。兼本先

生、お願いいたします。 

○兼本委員 ４ページでＳｓ－１とＳｓ－２というものがありますけれども、基準地震動です。

県民の方でこういうところでよく知識のない方もおられると思いますので、少しわかりやすい

説明を追加でお願いしたいということと、それから、この４ページで議論の山場を迎えている

という話と影響ないものと予想しているというところがあるんですが、議論の山場というのは

ここで追加で設定した新たな基準地震動①、②、それから留萌地震と。これ以外も考えないと

いけないという意味かどうかです。そこを確認をよろしくお願いします。 

○座長 それでは、東北電力から説明をお願いいたします。 

○東北電力株式会社 まず、１点目のご質問ですけれども、１番、２番の件でございます。地震

のタイプとしましてこの表にございますように３つのタイプ、それから震源を特定せず策定す

る地震動といったようなタイプに分かれます。それらにつきまして地震のモデルをつくりまし

て計算をした結果をまとめてございます。 

  ①のプレート間地震というタイプにつきまして、プレート間地震の地震動をまとめたものが

Ｓｓ－１という名前をつけまして、これが右のスペクトルでお示ししましたところの、ちょっ

と重なっていますが、黒い実線のスペクトルということで地震動を設定したものでございます。

これは申請時に説明してございます。それから、Ｓｓ－２につきましては下の模式図でありま

すところの②海洋プレート内地震、それから内陸近くも含めてなんですが、決定的になったも
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のは海洋プレート内地震、これが２０１１年４月７日の地震、これを基本的に用いましてさま

ざまな不確かさ等を考慮しまして設定した地震ということで、ここで点線で書いたスペクトル

のような地震でございます。 

○兼本委員 質問の意味はＳｓ－１、Ｓｓ－２というのは過去のいろいろなプレート間地震から

規制庁のほうでこういう標準の波で解析をしなさいと言われているものかどうかという、そう

いう意味でほかの地震はそれぞれ特定の地域に依存したような地震波でつくっているんだろう

と思いますが、そういう意味で少し一般の方にわかるような説明をしていただければという意

味です。６４０ガルとか１，０００ガルというのも規制庁から要求されている数字なのかどう

かというあたりです。 

○東北電力株式会社 申しわけありません。地震の発生様式をきちっと考えて、どんな地震が発

生するしないといったようなものを検討するといったものは一般的な考えでございますし、あ

と、国の審査ガイドにも定められていますので、これは網羅的にといいますか、漏れなく検討

する項目なんです。結果的に出てきた数字として女川サイトで考えるものとして６４０ガルあ

るいは１，０００ガルといったものが出てきたといったものでございます。その代表としてこ

の２つを設定しまして、名前としてＳｓ－１、Ｓｓ－２と名前をつけたといったようなところ

でございます。それで、この数字は結果的に事業者として計算をしたものですので、当社が設

定した数字でございます。 

  それから、２つ目ご質問いただいた山場の件でございますが、先ほどの進捗のところでもご

説明しましたが、審査が最終的に全部終わっているわけではないんですけれども、それぞれ内

容をある程度細切れにして、それぞれ１つずつ審査いただいている状況でございます。その中

で①のプレート間については１つ内容的にはご了解いただいた、それから、③につきましても

ご了解いただいたといった位置づけと我々は捉えてございまして、そういった意味で残りが②、

あと震源を特定せず策定する地震といったことで、ちょっと説明の表現として山場というふう

なことで表現させていただきました。以上でございます。 

○座長 そのほかご質問ございますでしょうか。岩崎委員、お願いいたします。 

○岩崎委員 審査状況についてはお聞かせいただいたので理解しますけれども、１つだけちょっ

と。審査ということについてお聞きしたい点がありまして、女川の場合には３・１１の地震に

被災しているということで、この適合性審査とかいう規制庁の枠の中に被災プラントとしての

審査というものはどういうふうになされているのかをお聞きしたいと思います。 

○東北電力株式会社 それでは、まず総括的に申し上げたいと思います。 
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  まず１点目、被災した結果としてさまざまな構造物、機器といったような現状管理施設でご

ざいますが、その施設が健全性を確保されているのかどうかについては、私ども従前もご説明

させていただいておりますけれども、地震後健全性確認ということでまさに進めているという

ことでございまして、それを点検というような形で進めているということでございます。 

  一部やはりどうしても起動してからでないと圧力がかからないとか、あるいは熱膨張しない

ような、そういった施設がございますので、そういったものは当然その後でということになり

ますけれども、今できる範囲の中でそういった地震後健全性確認といったものを入れてきてい

るということでございます。 

  また、加えまして、この審査の中ではどうかといいますと、後ほど地震・津波関係について

はお話があるものだと思いますけれども、今回私どもがこの３・１１の東日本大震災で経験し

たものを踏まえて我々安全対策を当社独自としてさまざま検討したものがこの今回の適合性審

査で申請していないようでございますので、それが妥当であるのかどうか。もちろん適合性審

査に当たっては国が定めました規制基準というものがあって、それに合格することはもとより

でございますが、私どもとしてやはりこうあるべきというところについてはしっかりと入れ込

んでいくということでございます。このソフトウェアの中などにもそういったものを入れ込ん

でいくということだと思います。 

  では、ちょっと地震。 

○東北電力株式会社 地震については耐震設計的な観点で申しますと、健全であれば、あるいは

健全であるということを確認しながら、あるいはいろいろな計算する性状等が同一であれば、

もうそのまま設計に反映いたしますし、何らかの配慮が必要であればその健全性評価の結果を

反映しながら設計をするといったような対応をしてまいります。 

  それから、例えば津波の評価でございますが、津波につきましては３・１１のときに敷地す

れすれのところまで来ましたけれども、今回の津波評価といいますのがそれを入力値としまし

ては３・１１の津波も評価して２３．１メートルという非常に大きな津波高さを設定してござ

います。そういったことから、それを上回るような津波の高さになってございますので、必然

的にその地震の際の津波をカバーするような対津波設計につながるかと考えてございます。 

  それから、例えばという例で１つ申し上げますと、やはり外部事象というものは１つ設計基

準というものを設けたとしても、それを上回るような可能性というのはやはりどうしてもどこ

かに残るということでございます。ですから、例えば我々の選択として原子炉建屋の北側にご

ざいます軽油タンク、これは非常用ディーゼル発電機の燃料でございますけれども、例えばこ
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れを外部事象に対して守ろうとするとある基準を満たせばいいという判断であれば、それを板

厚を厚くしてしっかりと地震に耐え得るようにしようとか、あるいは防護ネットをつけてやれ

ばいいと、そういったことであったわけでございますけれども、やはりそうではなくて、それ

を地下化をして上に床スラブを張って覆ってやろうと。そういったことはやはり我々被災した

経験として出てきている、そういうことでございます。 

○岩崎委員 そういうことではなくて、女川で例えばポンプが揺られたと。それを修理したと。

それが審査のときにどういうふうに考慮されるのかという質問です。 

○東北電力株式会社 そちらにつきましては私が冒頭ご説明しました地震後健全性確認という中

で……。 

○岩崎委員 だから、審査の中で今回の山場だと言われていますが、規制庁はどういうふうな態

度なんでしょうか。 

○東北電力株式会社 冒頭聞いております範囲ということで考えますと、そちらについては規制

基準の対象ということではなくて、きちんと我々がその以前のものに基づいて確認をした結果、

健全性が確保されているかどうかということを判断して、事業者として点検した結果を、例え

ば今で言いますと保安検査とか、そういったものの中で確認をしていくというふうに聞いてお

りますけれども、ただ、これはまだ我々が例えばあるしかるべきタイミングになってきている

わけではございませんし、その進め方ということについては我々がどうしろこうしろというも

のではないものですから、それについて申し上げることはできません。 

○岩崎委員 基本的には考慮されないと。健全性が担保されるということが前堤になって、それ

が健全性が担保されたものに対する審査ということでいいのですね。 

○東北電力株式会社 今の設備について現状健全性が確保されているということを健全性確認検

査で確認いたします。それから、審査の中では今回の３・１１あるいは４・７といったような

地震を含めまして、あるいは津波というものも含めまして、設計の前堤条件にそういった経験

を折り込んで、その前提条件に対して健全性が確保されて、なおかつ規制に対する……。 

○岩崎委員 そういうことを聞いているんじゃなくて、例えば炉心の圧力容器の健全性は検査し

て確かめましたと。ということは、その健全性があるということをこの審査の中では大前提と

してもう審査されているわけですね。健全性があるとされたものに対する審査になっているわ

けですね、この審査は。違いますか。 

○東北電力株式会社 そういうことになりますね。当然我々は維持規格に基づいていずれ管理を

しておりますので、その維持規格に基づいた範囲の中で健全性が確保されているという前堤に
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なります。 

○岩崎委員 それは、だからここからは電力さんに対する注文じゃなくて、女川のサイトを抱え

る宮城県としてそういう審査でいいんですかと。被災プラントとしてきちっと審査の中でどう

いう被災があって、どういう対策がとられて、どういう健全性をチェックされたものに対する

審査ということをやっていただきたいというのが私の考え方です。 

  これは今の法体系には相入れないんですけれども、宮城県の方のほうから規制庁のほうに被

災プラントとしての審査をどのようにされていますかと。例えば柏崎の審査と同じ審査でいい

んですかということをきちっと県の方が注文をつけてほしいんです。そうしないと健全性が保

たれているという前堤の審査を通りましたと。後で健全性がありますという検査をしました、

ＯＫですと。それが整合しているかどうか誰もチェックしないんです。要するに健全性という

のは、いいですよ、ですから終わりにしますけれども、ぜひとも県のほうからきちっと被災プ

ラントとしての審査がどうなっていますかということを問い合わせてください。お願いしたい

と思います。以上です。電力さんの問題ではなくて。 

○座長 そのほか、ご質問ございますか。では、首藤先生、お願いいたします。 

○首藤委員 適合性審査そのものについてというわけではないんですけれども、１点教えていた

だきたいと思います。 

  ２ページのプラント関係の表の一番下に緊急時対策所についてのご説明で、当初の予定から

ちょっと変更させて高台にということは伺って、それ自体は大変津波の影響がないということ

でいいかなというふうに思うのですが、たしか先ほどのご説明で耐震設計で行われるというふ

うなご説明があったかなというふうに思います。 

  ちょっと私そのあたりは余り専門ではないので詳しくないのですが、たしか緊急時対策所に

ついては耐震なのか免震なのかというようなことがいろいろと議論になったりしておりまして、

どちらがどれだけいいかというのはいろいろな条件の想定などによっても異なるかなというふ

うに思います。ただ、一般的な感覚としては免震のほうがよりよさそうにも感じるものですか

ら、本日でなくても結構ですので、耐震である場合と免震、その他の制震とか、いろいろな仕

組みがあると思いますが、ほかの手段をとった場合とどれだけリスクが違うのか、どういった

想定をされていて、なぜ耐震を選択することにされたのかということをぜひご説明いただけた

らというふうに思います。以上です。 

○東北電力株式会社 包括的に申し上げますと、この緊急時対策所につきましてご説明の機会が

あろうかと思いますので、そちらで詳細にご説明したいと思いますが、現段階でご説明すると
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いたしますと、やはり私ども耐震構造の建物については非常にノウハウを持っております。特

に今回私どもの会社といたしましてあれだけの強振動が加わった原子炉建屋というのはどうい

うふうになるかというようなことを理解しておりますものですから、それを設計に生かすこと

ができるということでございます。 

  特に今回違うと申し上げたいのは、原子炉建屋は今既に昔の設計をベースにある程度の裕度

をもってつくったもの、それがもう既にあるわけでございますが、今回緊急時対策所建屋とい

うものの設計をもって、新たな設計をもってきちっとつくっているということでございますの

で、それなりのきちんとまた設計ができ得るということで考えますと、私どもとしてより慣れ

親しんだというもので評価をするべきであろうという判断に至ったということでございます。 

  技術的には今ほど首藤先生がご指摘のように、ある基準を決めて、その基準にもつように物

をつくるということは可能でございます。可能であると思っています。ですから、私ども免震

構造に当初はしようということで考えたわけでございますけれども、今ほどリスクがどの程度

違うかというご指摘もありますものですから、その辺も含めてまた別途機会を設けてご説明し

たいと思います。ありがとうございます。 

○座長 そのほか、何かご質問ありますか。よろしいですか。 

○長谷川委員 ちょっと確認したいんですけれども、この４ページ目のところで、これは前に聞

いているかもしれませんけれども、例えばプレート間地震で３・１１、また海洋プレート内地

震で４・７型と。そのときに基準地震動Ｓｓ－１が６４０ガル、それからＳｓ－２が１，００

０ガルと。これ実際３・１１、４・７のときはどれだけの地震動だったのか。何かこういうと

ころに書いておいていただければいいんじゃなかろうかと思います。 

  それからもう１つ、それ今度この右側の欄に行きまして、不確かさを考慮した２ケースがあ

る。これはどういう不確かさを考慮して６４０ガルより少し高目に考えておられるのか。何か

そこの説明がないと実際どうするんだと疑問になります。グラフには、７１７、７２２ガルの

線がありますけれども、何かちょっと説明不足ではないでしょうか。実測は幾らであった、例

えば実測そのものだったら、やはりもう少し余裕を見てほしいなという意見も当然出てくると

思うんです。実測はこうですと、何か割合ぎりぎりだったんじゃなかろうか。ちょっと勘違い

しているかもしれませんが、そういうことを引っくるめて値を教えていただければと思います。 

○東北電力株式会社 それでは、今のご質問に関しましてお答えいたします。 

  まず、３・１１地震のときの敷地での記録でございますけれども、敷地の中では何点か地震

観測をしておりますけれども、基準地震動を策定する際に私たち基本にしているのは地盤で測
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っている地震計でございます。プラントからは離れた、自由地盤と私たちは称しておりまして、

それの岩盤の中で観測されたものを解析的に基準地震動と比較できるように表し直したもので

申し上げますと、３・１１地震のときが６３６ガルでございます。４月７日の地震のときが５

５４ガルということで、解析上そういうものが最大加速度としては求めてございます。 

  今お話ありましたように、３・１１地震の６３６ガルに関しまして、それを包絡するように

線を引かせていただいたのがＳｓ－１と申しまして、これが６４０ガルでございます。４月７

日の地震の５５４ガルに対しまして、それを包絡するように引いたのが１，０００ガルという

ことで、こちらのＳｓ－２は約倍ほどの最大加速度を裕度をもって設定しているということで

ございます。 

  数字だけ見ますと３・１１地震の６３６というガル数と６４０が非常に逼迫していて、裕度

がなさそうに見えるわけでございますが、今４ページ目の右側に地震動応答スペクトルがあり

ますけれども、これの形を今度地震動のご説明をさせていただく際にはお示ししたいと思いま

すが、パワーといいますか、この面積的なエネルギーの量からしますと約２割ほど増しており

ます。ですから、最大加速度的には余り差がないわけでございますが、地震動のパワー的には

２割ほどアップしまして、裕度を持った設定をしているということでございますので、その辺

機会を改めましてご説明させていただけたらと思います。 

  あと、２点目のご質問で、新たな地震動①、②、７１７ガル、７２２ガルというものだけ唐

突に出ていまして、これの説明がないということで大変恐縮でございます。この件も地震動の

ご説明の際に丁寧に説明させていただけたらと思いますが、基本的に３・１１地震がまず私た

ち経験していて、それを分析しております。分析した結果、今まで起きたなかで３・１１が最

大なわけですけれども、今後再度起きる際にそれ以上のものが起きるかどうなのかということ

を多々議論といいますか、審査をいただきまして、いろいろな計算のスタディーを行なってお

ります。そのスタディーの中でも不確かさとしてアスペリティの位置を近づけたり、それの応

力降下量と申しますエネルギーに関するものでございますが、そういった値を割り増ししたり

というようなことを幾つか考慮しまして７１７ガル、７２２ガルという評価をしてございます。 

  これは図をもってご説明しませんとなかなかご理解いただけないところだと思いますので、

今ご説明としましてはそこで止めさせていただきまして、また改めて図等をお示ししまして丁

寧なご説明をさせていただきたいと思います。 

○長谷川委員 一般的には要するにこの６３０ガルだとか１，０００ガルだとか、それがひとり

歩きする危険性があるんです。よく説明していただかないと何か誤解を招く恐れが出てきはし
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ないか。しかもこのグラフを見るとこの見方がよくわからないんです。ですから、なかなか説

明は難しいかもしれませんけれども、なるべくわかりやすくお願いします。 

  これで見ると、例えば６４０ガルとどこかで７２２ガルと、あるいは１，０００ガルと、ど

こかでこっちの単純な高さだけ見ると逆転しているところもいろいろあるわけです。ですから、

単純にその数値に応じてどんどん積み上がっていくという問題でもなさそうです。そこらのと

ころの説明をよろしく今後お願いします。 

○座長 時間も押してきましたので、何かほかよろしいでしょうか。 

  それでは、本件につきましては議論を終了したいというふうに思います。 

  次に、検討会のご了解について事務局から報告があるということですので、よろしくお願い

いたします。 

○事務局 本検討会の設置期限延長についてご報告させていただきます。 

  国の審査の状況につきましてはただいま東北電力から報告があったとおり、今後も審査が継

続されていきます。本検討会では地震後の施設健全性及び新規制基準に適合することにより向

上する安全性について、各委員の専門的見地に基づきご確認いただいておりますが、意見をい

ただくに当たっては国の保安検査結果や審査会合で確定した安全対策を踏まえて議論していた

だく必要があるという特殊な事情を抱えております。 

  これまで地震後の施設健全性については平成２６年１１月に東北電力の施設健全性点検記録

に不備が確認され、今年５月に再発防止対策等が確認、公表されるまでの間、国は施設健全性

の検査を見送っており、今年の８月末からの保安検査で検査が再開されてございます。 

  新規制基準に適合することにより向上する安全性については、昨年８月から今年３月までの

東京電力柏崎刈羽原子力発電所６、７号機の集中審査が行われ、昨年８月以降女川原子力発電

所２号機の審査はほとんど行われていない状況となっております。 

  そのため、これまでの検討会での議論は限定的となっていますが、その理由は設置時に想定

することができなかった国の審査等の進捗状況の影響によるものでございます。安全協定に基

づき平成２５年１２月２６日に東北電力から申し出があった施設変更に係る事前協議に回答す

るに当たり参考となる意見をいただくという当初の目的が達成されていないため、事務局とし

ては平成２８年１０月１５日であった検討会の設置期間を延長したいと考えております。 

  正式に決定した段階で後日改めて各委員の皆様にご説明させていただきますので、引き続き

ご協力をいただきますようお願いいたします。以上でございます。 

○座長 検討会の取り扱いにつきましては正式に決まりましたら各委員へご連絡をお願いしたい
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と思います。 

  ここで東北電力からモニタリング設備等の説明に関わる質問の回答をしたいという申し出が

ありましたので、よろしくお願いいたします。 

○東北電力株式会社 済みません、先ほどモニタリング設備で幾つかご質問がございまして宿題

となっていた件、今答えられるものにつきましてちょっと回答させていただきたいと思います。 

○東北電力株式会社 先ほどご説明の中で１０ページのところです。資料－３で１０ページをご

覧いただきたいと思います。 

  こちらの中で表のところ、カウントと記載されているところでございますが、ここのカウン

トはＣＰＭとか、そういう単位はどういう単位なのかというご質問があったかと思います。こ

ちらにつきましては、この測定装置自体が、我々スケーラーと言っておりますが、スケーラー

タイプというものでございまして、単位というか、例えば１０分間測定したらカウントがこれ

ぐらいありましたと。それに換算係数を掛けますと例えば何ベクレルというような形で算出さ

れますので、そういったものでございます。 

○長谷川委員 それを書いてもらえればと思います。 

○東北電力株式会社 そうですね。 

○東北電力株式会社 それからあと、説明の中で我々が今回の規制基準で申請しているサーベイ

メータ以外に持っているものということで、こちらは先ほどデータにつきましてご説明をちょ

っとできなかったものでございますが、こちらにつきましては台数が、まず例えば１４ページ

をご覧いただきますと測定器がそれぞれ載っておりますが、概算でいきますとこの表の中で可

搬型のダストサンプラは４０台保有しております。それから、下のβ線のサーベイメータでご

ざいますが、こちらは約１００台、１００台以上保有しております。それからあと、γ線サー

ベイメータは約２０台、それからあと、その下にα線サーベイメータですが、こちらのほうに

つきましては４台と。あと、電離箱サーベイメータですが、こちらも１００台以上ということ

で、申請書に記載しているものよりは我々保有しております機器類、余裕を持った形では持っ

ているという形になっております。以上でございます。 

○座長 ありがとうございました。はい。 

○東北電力株式会社 原子力部の加藤でございますが、先ほど岩崎先生からありました健全性確

認のところでちょっと誤解があるといけないので、ちょっとごく短く補足します。女川２号の

申請をした段階で国は女川２号が地震や津波の被害を受けたということは認識しているんです。

したがいまして、東京の審査を行うことに加えて健全性の確認については、先ほど説明があっ
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たように、その記録の確認については現地の保安検査官が年に４回ある保安検査の中で順次確

認していきますということになっています。 

  したがいまして、女川がそういう地震に遭ったプラントだということは国も認知していて、

普通の他プラントの審査の東京でやる審査に加えてもう１つのパートが現地の検査官が行いま

すというふうに分かれています。したがいまして、国もそのことは認識していて、分離してい

るという形だと思います。 

  問題は先生おっしゃるように最後にそれをどういうふうに合わせるんですかということです。

そこはこれから国が審査の終盤になって判断をしていくことだと思いますので、地震を受けた

プラントだということは認識していて、それに従った取り扱いが女川についてはされていると

いうことでございますので、念のため。 

○岩崎委員 ありがとうございます。私の理解もそのとおりです。それで、一番の問題は健全性

の評価は現地でやるということが実は非常に問題だと私は思っていて、東京の審査委員あるい

は審議する人は本当に把握しているのかと。被災プラントであると認識して審査しているのか

というのが私は疑問があるということを思っていますので、それなら電力さんの問題ではなく

て、県のほうから本当に東京の審査の人は被災プラントであるという認識を持って健全性のデ

ータをきちっと見て総合評価を最後にしていただきたいということをぜひとも県のほうから強

く要望して、ただ審査が通りましたというのではいけないんじゃないかということを重く考え

ているということで、電力さんの加藤さんの説明はしっかりと理解いたしました。 

  先ほど電離箱等を１００台ということで、私もそのぐらいあると思っていました。それで、

これもまた規制委員の問題で、２台、３台、４台というものを書類上書かせるということが何

なんだと。そんな意味のないことを審査しているのかと。それを倉庫に入れて２台ありますね

ということを規制庁が現場で確認するなんてナンセンスなことをしていいんですかということ

を言いたかったということで、電力さんにこれに文句を言っているわけじゃなくて、規制庁に

対してもうちょっときちっとした、事故に遭っても耐えるようなモニタリング設備を審査して

ほしいということでございますので、ご理解いただきたいと思います。 

○座長 長谷川委員のほうから。 

○長谷川委員 今の加藤さん、岩崎先生の議論についてです。要するに保安検査が順次現場で被

害を検査している。そして、まず外観テスト、それから機能テスト。まだ機能テストまで行っ

ていないのかな。最終的には機能テスト・総合テストで確認するということになるんですよね。

それから、それがまた何か問題があれば新たなテストに反映してくると。そういうふうな理解
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でよろしいんでしょうか。 

○東北電力株式会社 地震後の健全性確認検査につきましては、私どもが確認をした結果につい

て保安検査官のほうで確認をしていただくという形になります。あと、当然ですけれども、新

たに設置しました設備あるいは改造した設備等につきましては、今後工事計画認可に従って使

用前検査というものもございますので、そういうところで機能面の確認もなされてまいります。 

○長谷川委員 何かそこをはっきり言っていただければ。こういうふうになるということを。だ

と思います。 

○座長 それでは、この点については議論を終了したいと思います。 

  引き続きまして、女川原子力発電所２号機警報発生事象及び火災発生情報の誤発信事象につ

いて東北電力から説明をお願いいたします。 

○東北電力株式会社 東北電力女川原子力発電所の菅原と申します。 

  初めに、このたび２号機の警報発生事象及び火災発生情報の誤発信を７月に続けて発生して

しまったことにつきましては、皆様にご心配、ご迷惑をおかけしまして大変申しわけございま

せんでした。お詫び申し上げます。 

  また、２号機の警報発生事象の後、原子力規制庁の女川原子力規制事務所のほうから指導文

書をいただいたことにつきましては、我々としては大変重く受け止めておりまして、今後再発

防止対策を確実に実施するとともに、原子力発電所の安全に万全を期してまいりたいと思って

おります。 

  つきましては、委員の皆様に引き続きご指導のほうを賜りたく、よろしくお願いいたします。 

  それでは、資料－５に基づきましてご説明させていただきます。着座にて失礼いたします。 

  初めに、１ページをお開きお願いいたします。 

  目次ですが、先ほどお話ししましたとおり２事象につきましてこれからご説明させていただ

きたいと思います。その後、現在発電所で取り組んでおりますヒューマンエラーに関わる事象

に対して緊急的な対策をとっておりますので、そちらの内容についてご説明させていただきた

いと思います。 

  続きまして、２ページをお願いいたします。 

  まず最初に、女川２号機の警報発生事象についてです。（１）の事象の概要です。現在、発

電所では原子炉格納容器圧力逃がし装置、これは「（フィルタベント）」ですが、格納容器の

フィルタベント装置の設置工事を現在行っておりまして、原子炉建屋の地下１階に設置されて

おります地震計のケーブルが干渉する可能性があったということで、当該ケーブルを撤去する
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ために地震計を停止しておりました。 

  こちらはこのような建物の壁の中に地震計の電源ケーブルが入っておりまして、フィルタベ

ントの配管をその壁に通すためにボーリングをすることになっております。そのため、そのケ

ーブルをそのボーリングに干渉する可能性がございましたので、予めその地震計を停止してケ

ーブルを取り外す工事を行う予定にしておりました。この地震計を停止しましたのは昨年１１

月下旬に停止しております。 

  それから、作業が終了しまして今年７月８日にこの地震計を復旧する際、本来この地震計に

本体にあります復帰ボタン、リセットボタンというものを押した上で通常状態に復帰させる必

要がございましたが、この復帰ボタンを押さずに復旧したために、２号機の制御建屋３階にあ

ります中央制御室のところにこの原子炉建屋上部水平方向地震加速度大トリップという警報が

発生したということでございます。この警報は地震計が原子炉を自動停止させる設定値以上の

水平方向の揺れを感知したときに、発生する警報でございます。 

  ２ページの下のほうに図がありますので、ご説明させていただきたいと思います。 

  まず、通常時ということで、こちらが地震計を含めた電気回路図になっております。こちら

の電気回路は交流の１２０ボルトの電気回路図でございまして、本来であればこの地震計が電

源オンということで、地震があった場合にある設置値以上になりますとこの地震計を示す四角

で囲ったところに接点がございまして、ここが外れます。この接点が外れることによって今黄

色で点灯しているリレーの電源供給がなくなります。そうしますと警報が発生し、そして、原

子炉の停止の信号が出るということになります。 

  今回の工事実施時というところなんですが、この警報もしくは停止信号を出さないようにす

るために、予め安全処置ということで警報が発生しないようにこういうケーブルをつないで通

電状態を維持させるという処置を行っております。そして、その後、地震計の電源をオフにす

るということで、地震計の電源がオフになりますとこの接点が離れてしまいます。そうします

と警報が出るということになりますので、そうならないようにこの地震計をバイパスをしてこ

のリレーの通電状態を維持させます。このような作業は中央制御室で行っておりました。 

  この作業を行った後、７月８日なんですけれども、この工事が終わったのでこの地震計を元

どおりに戻す作業を行うときに、予めこの地震計の電源をオンにしました。ただ、この地震計

は電源をオンにすると自動でリセットするタイプではございませんでしたので、現場の原子炉

建屋の地下１階のこの地震計の本体の、ちょうど図がございますけれども、復帰ボタンという

赤いところのボタンを押さないとこの接点は電源を戻しても接点がくっつかないタイプの検出
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器でございましたので、そこを押さずにこのバイパスケーブルを取り外してしまいましたので、

このリレーの電源供給がなくなりまして警報が発生し、原子炉停止の信号が発生したというと

ころでございます。 

  続いて、３ページをお願いいたします。 

  繰り返しになりますけれども、原因につきましては先ほど申し上げたとおり、この地震計本

体にある復帰ボタンを押さないまま復旧したためにこの警報が発生したものでございます。機

器への影響ということでございますが、本事象は警報が発生したのみで、機器等の動作という

ことはございませんでした。 

  こちらの原子炉の停止系につきましては、機器単体の単一故障で原子炉が停止することのな

いように、Ａ系の自動停止、Ｂ系の自動停止というものが２つで動作しまして初めて原子炉が

自動停止するというロジックになっております。 

  今回、当該の地震計につきましてはＢ系の自動停止のみ発生するということで、我々はハー

フスクラムと呼んでいるんですけれども、まだ原子炉が全体に制御棒は自動で挿入するような

フルスクラムの信号は発生していないという状況です。ただ、それに加えて現在は２号機、全

て１号機から３号機もそうなんですが、今震災以降停止中でございまして、２号機の原子炉の

中にある燃料は全て取り出して使用済み燃料プールでしっかり冷却をしておりまして、発電所

への影響はなかったという状況でございます。 

  上記の原因も踏まえまして、作業手順等の改善や教育の充実等の対策を講じていくというこ

とで考えております。作業手順の改善ということになりますと、昨年９月末に発生しました女

川１号機の停電事象でも電気回路図の色を塗ってしっかり確認するということをしっかり今回

もやっておりましたが、そういう地震計という機器単体の取扱説明書とか、そういうところの

確認が十分でなかったということで、今後安全処置をする上ではそういう取扱説明書をしっか

り確認して対応していくということを考えております。 

  （３）の指導文書につきましては、冒頭申し上げたとおり４月２２日に原子力規制庁女川原

子力規制事務所より指導文書をいただいております。その指導文書の内容につきましては、手

順の検討及びレビュー等が不足することに起因する事象の再発防止を徹底するため、安全上重

要な設備の復旧作業に係る作業管理の改善を図ることというご指導をいただいております。 

  続きまして、４ページをお願いいたします。 

  ２つ目の事象ですが、火災発生情報の誤発信という内容でございます。こちらにつきまして

は、７月２７日、女川３号機の中央制御室に設置されています火災用緊急連絡装置というもの
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なんですけれども、こちらパソコンの画面と同じようなものでございまして、定期的に時刻調

整を月１回実施しておりまして、その時刻調整をしようとしていたところ、当該装置のディス

プレーの画面が表示されなかったということから、恐らくバックライトが切れたのかなという

ことで、ディスプレーの交換作業を行っておりました。そのとき、ちょうど１９時５分頃に当

該装置から実際に火災が発生していないにもかかわらず、国及び関係自治体の関係者の皆様の

携帯電話のほうに火災が発生しましたというような音声メッセージの火災発生情報が誤って発

信されるという事象が発生しました。 

  この火災用緊急連絡装置については、火災が発生した際に、これは中央制御室の当直長であ

ります発電課長がディスプレーの画面、これディスプレーはタッチパネル方式になっておりま

して、その画面を操作することによって速報を国及び関係自治体の関係者の方に情報発信する

装置でございます。４ページの下に簡単な図があるんですけれども、この操作用の端末につき

ましては発電所内に３台ございまして、新しい事務本館、こちらは緊急対策室のほうに１台設

置されております。そして、１・２号の中央制御室の発電課長の席、あとは同じように３号の

中央制御室の発電課長の席にも端末が設置されております。そして、事務所にありますシステ

ムサーバを通じまして国及び関係自治体の関係者の方に電話連絡、自動音声メッセージが届く

というようなシステムになっています。 

  続きまして、５ページをお願いいたします。 

  今回の誤発信の原因ですけれども、ディスプレーを交換するときに当該装置の誤作動を防止

する観点から、作業する方は当然タッチパネルですので画面を押さないように、そういう意識

は持っておりまして、画面のディスプレーの背面に接続されています電源ケーブルはディスプ

レーの電源ケーブルなんですけれども、これを本体から外すためにディスプレーの後ろからケ

ーブルをとるためにディスプレーの向きを少し変えようとしたときに、タッチパネルの画面の

ふちのほうを両手で複数回触れたというところが後からの聞き取りでわかりまして、実際の火

災情報を発信する画面上のボタンには直接は触れておりませんでした。 

  ただ、このタッチパネルの機能といいますか、特性としては抵抗膜方式という方式を使って

いるんですが、５ページに画面の図がありますけれども、Ａ部とＢ部は両端なんですけれども、

このタッチパネル方式の機能としては普通は１本の指で触るんですが、この両端、左右同じ位

置で両方触ってしまいますと中間のポジションで動作したというふうに認識するタイプのもの

でした。この両端を触っていたときの状況は，タッチパネルの図の横に画面遷移イメージとい

うものがありまして、このシステムは本番モードと訓練モードがあり、ちょうどその両手の指
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の位置に、このＡ、Ｂの部分の中間位置のところに本番モードという押しボタンがございます。

それが押されて、その後火災発生一斉通報というボタンに遷移して、何度か触っていたという

ことですから、ここも押されて最後の通信というところのボタンも押されたものと我々は推定

しております。 

  実際に後から確認試験をしたところ、やはり同じようにこのような事象が発生し得るという

ことで、我々としてはこのような原因で誤発信されたものと考えております。 

  再発防止対策でございますが、今回の事象につきましてはこの操作を防止するために端末の

電源を切った上で点検作業を行うということと、今回のような時間調整をする場合につきまし

ては電源を入れたまま作業を行う必要がありますので、通信ケーブル等を予め引き抜いて外部

との通信ができない状態で行うことを対策として挙げています。 

  また、ハード的には通常時の待機状態においても偶然誤操作する可能性がないとは言えませ

んので、当該装置の改造を実施したいと思います。具体的にはカードキーによる認証機能を追

加して、発電課長以外が触れないようにする、触らないようにするということと、画面内のボ

タンの位置もこのような同じ位置で連続的に押すのではなくて、ダブルアクションのように、

位置を変えたりとか確認ボタンを追加するとか、そういうことの対策を考えております。 

  続きまして６ページですが、以上のようなヒューマンエラーに関わる事象に対する対策です

けれども、冒頭申し上げたとおり昨年９月末に女川１号機で停電事象が発生した後、私どもと

しても一連の事象を重く受け止めまして再発防止対策を確実に実施することで発電所の安全確

保に万全を期してまいりたいと考えております。 

  これまでもこのようなヒューマンエラーに対しての対策の意識高揚を図るために教育訓練、

ヒューマンエラー防止に関する講演会等を実施して情報の共有、あとはヒューマンエラー防止

活動というものを行ってきておりまして、今回の事象を鑑みて以下のような緊急的な対策を実

施しております。 

  まず、作業開始前に立ち止まってリスク想定を実施して、関係者でリスクの共有を図るリス

ク想定ドリルというものを徹底させるということと、ヒューマンエラー防止に係る所内の全体

集会とか決起集会、こちらについては６ページの下に写真がありますけれども、協力企業の方

も集めて集会を実施しております。 

  そのほかの主な対策としては、協力企業の方が作業前に実施するミーティングに、これはツ

ールボックスミーティングと呼んでおりますけれども、当社社員も現場に行って参加してリス

クのアドバイスを行うなどの活動も行っております。 
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  そのほかに当社社員が実施する機器の試運転などの途中段階においても手順の抜けがないか、

その後注意すべき点はないか、ホールドポイントを設けまして確認し合うということを実施し

ております。 

  まだ、現在緊急的な対策を実施しておりますが、今後は今述べましたような緊急対策に加え

まして、教育訓練を含めた本格的な対策を実施していく予定でございます。こちらにつきまし

ては現在所内で直接原因の分析のチームとか、あとは昨年の１号の停電を踏まえた共通要因の

分析、そして、それらを統合的に今度はアクションプランとして展開するための再発防止対策

の検討チームというものをつくって、しっかり今後対策をとっていくつもりでございます。以

上であります。 

○座長 ありがとうございました。 

  欠席の委員からコメントはございますでしょうか。 

○事務局 特にございません。 

○座長 それでは、委員の皆様から何か質問等がございましたらご発言いただきたいと思います。

首藤先生、お願いいたします。 

○首藤委員 ヒューマンファクターについては、一応委員の中では一番の専門分野ですので、何

点か申し上げたいというふうに思います。 

  まず１点目の警報の発生事象についてでございますけれども、スライドの３枚目に原因等と

いうふうに記載されて、復帰ボタンを押さないで復旧したということが原因というふうに位置

づけられておりますが、恐らくもう少し詳しいことは分析されていると思いますけれども、こ

れはまさに直接なぜ現象が起こったのかということでして、問題はなぜ復帰ボタンを押さない

ままに復旧したのかということだと思います。 

  例えば手順の中でそれがきちっと定められていなかったですとか、あるいは先ほどのご説明

を伺っていて思ったのは、ほかの地震計は自動復帰なのにこれだけがたまたまそうではないと

か、いろいろなことがあるかというふうに思います。多分やっていらっしゃると思いますけれ

ども、もう少し深掘りした上で、今回の事象だけではなくて今後発生する類似の事象について

も防止できるような対策をとっていただく必要があるかなというふうに思いました。 

  それから、２点目の火災発生の誤発信についてですけれども、今回ご説明を伺っていて思い

ましたのは、基本的にはこのディスプレーのハード面で非常に配慮の足りない部分があったと

いうことかなというふうに思います。その点は改善されるということですけれども、一方で、

何か作業をしようというときにその装置が完全に生きたままで本来やることとは異なる操作を
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する場面があるということは実はあってはならなくて、可能であれば動力源を切るですとか、

影響の及ぼす範囲に対して経路を遮断するとか、そういった形で系統から隔離してというんで

すか、そういう形で手を加えるということがどんな作業でも大原則になるべきだというふうに

思います。 

  そこのところが十分な配慮がなされていなかったのかなというふうにも思いますので、こち

らもこのディスプレーの作業だけではなく、ほかのあらゆる作業について何らかの作業をする

ときにその装置を生かしたままでやらないようにというようなことが必要だと思います。これ

は情報の誤発信に限らず、基本的に生きた装置に手を出すということは労働災害の面でも非常

に危険なことになりますので、そういったことは全面的に見直していただくということが必要

かなというふうに思いました。 

  それから、３点目のヒューマンエラーに係る事象に対する対策についてですが、いろいろな

ことをご努力されているということはよくわかりますし、いろいろな対策をなさっていること、

有効な対策がたくさんあるかなというふうに思いますが、一方で、どちらかというと作業をさ

れる方の意識とか意欲とか、そちらに非常に偏っているなと思います。 

  本来は自然体で作業してもエラーが起こらないように、あるいはエラーが起こったとしても

それが何らかの形で影響しないように、ハード面とか環境面とかソフトや手順面とか、そうい

ったところで人のエラーを起こしやすい性質をカバーしてあげる環境づくりが必要でして、人

の意識だけに頼る対策というのは本当は十分ではないというふうに思います。 

  もちろんそういったこともお考えになっていらっしゃるだろうとは思いますけれども、本日

のご説明の範囲だとそこがちょっと見えないので、より作業される方が努力をすごくしなくて

も安全な作業ができるような環境を引き続きつくっていただくようご努力を願いたいというふ

うに思います。以上です。 

○座長 それでは。 

○東北電力株式会社 先生、どうもありがとうございます。 

  まずは１番目の地震計の件でございますけれども、地震計は全て手動でリセットする、復帰

ボタンを押すタイプでございまして、実は安全保護系といいまして、原子炉の自動停止を出す

信号と申しますのはこの地震計の加速度大のほかに１０個ぐらい別の信号があります。例えば

原子炉の水位が低下したとか圧力が高くなったとか、あとは中性子が高くなったとか、そうい

うものでございまして、それらの要素につきましては全て自動でリセットされるものでしたの

で、この地震計だけが現場に行って手動でリセットするという特別なものでございました。 
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  ただ、今回はこの地震計には全く手を加えていなくて、ただ電源だけを落としてしまってお

りましたので、作業手順にもその復旧のときにリセットするというところが抜けておりました。

本来ですとこの地震計単体は定期検査のときに点検するんですけれども、そういうときにはし

っかり手順が確立されておりまして、最終的に電源を入れた後リセットボタンを押すという手

順はありましたが、今回みたいに周辺のケーブルを取り外すとか電源を落とすだけというとこ

ろで、先生のおっしゃるとおり深掘りが少し足りなかったところでございます。この点につい

てはしっかり今回の事象をＯＪＴなり、あとは不適合の教育の中に組み込んで、二度と同じよ

うな事象が発生しないように対応していくつもりでございます。 

  あと、２点目の火災につきましても、やはり作業員もこういうディスプレーの特性というも

のを理解していなかったので、簡単に普通のパソコンの画面と同じようにディスプレーをただ

交換するだけということで、リスクとしては社内に影響を与える非常に重要な装置だという認

識がちょっと足りなかったというところの反省を踏まえて、今回はしっかりハード的にも対策

をとらせていただきたいと思っております。 

  最後のヒューマンエラー対策につきましては先生のおっしゃるとおりなんですけれども、な

かなかハード的にどういうところにハード的な対策をとったらいいかというところは我々も非

常に苦労しておりまして、今後本格的な対策を立てるときにしっかり先生のご指導を反映させ

ていきたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○座長 では、首藤先生、お願いいたします。 

○首藤委員 追加で一言だけです。今のようなご説明があればですけれども、スライドの３ペー

ジのところの警報発生事象の原因等のところは復帰ボタンを押さないまま復旧したためという

だけではなくて、手順書にその記載が欠落していたために復旧したというような形で、現場で

作業された作業員の方が誤って行動したことの背景が手順の問題だったということがはっきり

とわかるように今後ご説明の際にはぜひ入れていただきたいというふうに思います。以上です。 

○座長 ありがとうございます。 

  そのほか、ご質問。栗田先生。時間も押していますので、質問をしていただいて、回答は次

回とか出していただくというふうにしたいと思うので、どうぞご意見、ご質問を言っていただ

ければと思います。 

○栗田委員 簡単に申し上げますと、事象の１なんですが、この説明を見ると電源が供給されな

いと制御リレーに電源供給されたりと、自動停止信号が警報が鳴ってしまうようなシステムに

なっているということは、ちょっと僕には不思議になって、何かの原因でも電源ないしは供給
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されないとその信号は出てしまうと。同じことを起こすのかと。このシステムのほうに何か関

連性を感じてしまうんですけれども。 

○東北電力株式会社 原子炉の一番重要なシステム、原子炉保護系ということですので、いろい

ろなことを想定してフェールセーフをとっています。例えば機器が壊れてしまってもリレーの

電源がなくなります。そして、電源自体がなくなっても原子炉停止装置が働くようなシステム

になっておりますので、最終的に原子炉を止めるという一番重要なシステムでございますから、

そういう電源がなくなっても安全側に動作するというフェールセーフ的な考えを取り入れてお

ります。 

○栗田委員 だけれども、それが水平加速度が大きかったという原因じゃないですよね。何か余

り加速度が大きい・・・。 

○東北電力株式会社 今回は地震そのものではなくて、単にリセットボタンを押さなかったので

その接点が復帰していなかったというところでございます。ですから、この装置につきまして

は、電気回路としては地震加速度が設定以上となったときにこの接点が離れるということ、も

しくは電源がなくなった場合に自動的に接点が離れてしまいますので、そういったフェールセ

ーフという、何か故障があった場合にシステム全体が安全側に移るという考えでつくられてい

るものでございます。 

○座長 そのほか、ご質問。 

○岩崎委員 ちょっとこれと離れるんですけれども、以前私のほうから２件についてケーブル配

線の敷設の不適切さの問題と所内電源の停電、２回起こしたということについてはいろいろ質

問させていただいて、その後ちょっと中座してしまったもので、実は県庁の中でもう１回電力

さんのほうに詳しく説明いただきました。 

  対応策も含めて理解をいたしましたので、それを述べさせていただくとともに、対応策を今

回も含めてきちっと持続していただくことをぜひとももう１回お願いしてコメントさせていた

だきます。 

○座長 ありがとうございます。 

  それでは、源栄先生、お願いいたします。 

○源栄委員 警報の間違いの問題についてコメントさせていただきます。地震警報でも話題にな

っているかもしれませんが、間違って出してしまう誤報と、それから実際に事象が起こってい

るのに見逃してしまうのと両方があります。そのときにセンサーがエレクトリカルな場合、電

気ノイズに絡む問題などがあるわけです。そういうときにメカニカルなものは大丈夫な場合が
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あります。こういうことはシステム全体を考えたときの対策として、両者の併用によりシステ

ムの冗長性が高まるということになります。このシステムの冗長性の観点から今の警報システ

ムについて、もう一度全体的に見直してほしいです。回答いただければと思います。 

○座長 そのほか、ご質問。では、長谷川先生。 

○長谷川委員 例えば電源を切って作業しなさいと（作業前に指示する）。それは正論ではあり

ますけれども、もし電源を切らないとどうなるのかが分かっていない。この程度のことができ

ないのかと残念に思います。頭がちょっと古いかもしれませんけれども、そこらの意識をちゃ

んと共有していただきたい。やっていることの意味、それから復帰、あるいはモニターディス

プレイのそういうボタンになったということを理解していないで作業をやっているわけですよ

ね。 

  そういう意味で、私はちょっとわからないんですが、品質マネジメントのＪＥＡＣ４１１１

とかＩＳＯの９００１とか、規格があるんでしょうけれども、これとの関係、要するに今岩崎

さんがおっしゃったこともあるんですが、何か改善し、さらにどんどんチェックして、改善し

て、向上していくはずなんです。どうも向上しないところで何かとどまっているような気がし

てならないんです。 

  だから、何かもう少し、何かやりますとか、それから作業のときは電源を切ります、それは

それでいいけれども、地震とか火災のときに電源を止めて、電源止めてそれでいいのかという

意見も当然出てくるんです。場合によっては、ある意味では（平常時とは）矛盾することもあ

りうると思うんです。だから、そういうことをもう少し突っ込んでやってほしいと。何かその

場その場で「やります、やります」と、どうもそれがある意味で空回りしている傾向がある。 

  それは作業者、労働者の日本の産業全体でレベルが落ちているんです。はっきり言って、こ

れは電力だけじゃないです。ただ、原発だから表に出てくるだけです。私はそう思っているん

で、そういうレベルでどうやっていくかということを電力さんの管理職の方は考えていただき

たいと思います。 

  それから、もう１つ確認しておきたいのは、過密労働とか過密スケジュールということはな

いのかどうか。それから、過剰なコストカットをやっていないかどうかということ。何かそこ

らもちょっと非常に気になるんです。健全な経営をやっていないととんでもないことが起こる

んです。心配を言っただけです。 

○東北電力株式会社 今長谷川先生からおっしゃられたことはまさにそのとおりで、私どもディ

スプレーにつきましては電源を切る以前にやはりこれを触ったらどうなるかという初歩的なと
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ころをきちんと考えれば画面は触らないで作業するということだってできたと思いますし、そ

ういう初歩的なところからきちんと立て直してまいりたいと思います。 

  あと、過密労働であるとか過密スケジュール、コストダウン、こういうところは今回は全く

関係ないと思っておりますし、そのようなことは私ども決してやっておりません。ですから、

そこはきちんと今回いろいろ対策を立てますけれども、決して言葉だけの対策にならないよう

にきちんとやってまいりたいと思います。 

  それから、さまざま先ほども、源栄先生のご質問の件なんですけれども、冗長性という観点

からまいりますと、このシステムは例えば電気的ノイズが乗って１つの原始的な動作をしたと

いう場合でも、それでも直接動作にいくわけではなくて、Ａ系、Ｂ系という多重化した検出器

がございまして、それが２つ動作して初めて行くというような冗長性も持たせておりますので、

単純なエラーあるいはノイズ等で直接動作をするというようなことはないようなシステムにし

ております。 

○座長 ありがとうございました。 

  そのほか、ご質問よろしいでしょうか。時間も押してまいりましたので。 

  それでは、この件につきましては質疑は終了というふうにしたいと思います。 

  本日は貴重なご意見ありがとうございました。本日の議事の１を終了させていただきたいと

思います。 

  もし本日の説明をお聞きになって改めてご質問等がございましたら、事務局までご提出いた

だければというふうに思います。 

 

  （２）その他 

○座長 次に、（２）その他ですが、事務局から何かございますでしょうか。 

○事務局 特にありません。 

○座長 それでは、特にないようでしたら、本日の議事を終了させていただきたいと思います。 

 

４．閉  会 

○司会 若林先生、ありがとうございました。それから、皆様方の貴重なご意見、大変ありがと

うございました。 

  それでは、これをもちまして、第１０回女川原子力発電所２号機の安全性に関する検討会を

終了させていただきます。 
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  どうも、本日はお疲れさまでございました。 


